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各分野における取組状況
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予防保全：施設の機能や性能に不具合が発生する前に修繕等の対策を講じること。

【事後保全と予防保全のサイクル（イメージ）】

トータルコスト

事後保全 予防保全

横断的な取組
(1)-①-1）

○ 今後、「予防保全」の考え方に基づくメンテナンスサイクルを構築するためには、相当程度の
対策の実施が必要であることが明らかになった。

○ 具体的には、予防保全の考え方で対応できる水準以下に老朽化している施設に対する措置
を早期に講じる必要がある。

早期に措置すべき施設～事後保全と予防保全のサイクル（イメージ）～

事後保全：施設の機能や性能に不具合が生じてから修繕等の対策を講じること。



橋梁･トンネル･道路附属物等の判定区分の割合（全道路管理者合計）

判定区分 状態

Ⅰ 健全 構造物の機能に支障が生じていない状態。

Ⅱ 予防保全段階 構造物の機能に支障が生じていないが、予防保全の観点から措置を講ずることが望ましい状態。

Ⅲ 早期措置段階 構造物の機能に支障が生じる可能性があり、早期に措置を講ずべき状態。

Ⅳ 緊急措置段階 構造物の機能に支障が生じている、又は生じる可能性が著しく高く、緊急に措置を講ずべき状態。

橋脚洗掘

損傷事例（橋梁）

※施設数は、国、高速道路会社、地方公共団体等の合計
※（ ）内は、2018年度末時点管理施設のうち点検の対象となる施設数（2018年度末時点で診断中の施設を除く）
※四捨五入の関係で合計値が100%にならない場合がある。

判定区分Ⅲ

床版鉄筋露出 ※床版：橋の裏側
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道路
(1)-①-1）

○ 例えば、道路分野では、全ての橋梁、トンネル等について、５年に１度、近接目視による点検
を実施。2014 年以降５年間の点検実施状況や点検後の措置状況等をとりまとめた。

○ 現時点で早期又は緊急に措置を講ずべき橋梁（判定区分Ⅲ・Ⅳ）は約69,000橋となっている。

早期に措置すべき施設～道路分野の場合～



分野※２ 点検対象施設数※３ うち 要緊急対策施設数

道
路

橋梁 717,391施設（H31.3.31） 69,051施設（H31.3.31）

トンネル 10,718施設（H31.3.31） 4,416施設（H31.3.31）

道路附属物等 39,873施設（H31.3.31） 6,062施設（H31.3.31）

河川※４
堤防：約14,300km

樋門・樋管、水門：約8,500施設
（H31.3.31）

堤防：約3,600km 
樋門・樋管、水門：約1,800施設

（H31.3.31）

砂防
砂防設備：約83,000基

地すべり・急傾斜：約37,000区域
（R2.3.31）

砂防設備：約3,000基
地すべり・急傾斜：約6,000区域

（R2.3.31）

海岸（海岸堤防等） 約5,900km（H31.3.31） 約780km（H31.3.31）

下水道（管路施設） 4,274km（H31.3.31） 11.6km（H31.3.31）

港湾 58,839施設（Ｈ31.3.31） 10,178施設（Ｈ31.3.31）

空港（土木施設※５） 80空港（Ｈ31.3.31） ７空港（Ｈ31.3.31）

航路標識 2,400施設（Ｈ31.3.31） 267施設（Ｈ31.3.31）

公園 86,662施設（Ｈ31.3.31） 21,480施設（Ｈ31.3.31）

公営住宅 2,162,484戸(H31.3.31) 1,150,506戸(H31.3.31)

官庁施設 9,283施設(H31.4.1) 743件※６（R1.8.20)

※１：各施設数は括弧内の時点の値
※２：要緊急対策施設がない分野は除く
※３：点検対象施設数には点検未了のものも含む

横断的な取組
(1)-①-1）

早期に措置すべき施設
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○ 「予防保全型」のインフラメンテナンスに転換するために早期に措置が必要な施設（要緊急対
策施設）が多数存在。

※４：点検対象施設数、要緊急対策施設数は直轄施設のみ
※５：空港土木施設（幹線排水、共同溝、地下道、橋梁、護岸）
※６：老朽を理由とした修繕計画のうち、緊急を要すると判定された計画の件数



２巡目の点検方法見直し
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○ 定期点検要領を改定し、「近接目視により把握するか、自らの近接目視によるときと同等の健
全性の診断を行うと判断した方法により把握しなければならない。」を追加し、定期点検にお
ける近接目視を補完、代替、充実する新技術の現場導入を積極的に推進。

道路
(1)-②-1）



今後の点検方法の開発
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○ 今後の点検方法の開発については、広く公募を行うことで、新技術を活用した点検・診断技術の開
発、計測・モニタリング技術の検証を進め、近接目視によらない点検方法をベストミックス。

道路
(1)-②-1）



海岸保全施設維持管理マニュアルの改訂

離 岸 堤 人工リーフ 突 堤 ヘッドランド

7,347基 1,357基 7,449基 217基

698,324m 182,751m 371,678m 33,205m

沖合施設の設置状況 ※ 「海岸統計 平成30年度版」P62,63より集計

突 堤

人工リーフ ヘッドランド

離岸堤
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海岸
(1)-②-1）

（注）海岸保全施設の技術上の基準・同解説（平成30年8月）による上記以外
の海岸保全施設として、 「消波堤」、「津波防波堤」、「砂浜」があり

【凡例】
「★」：新規位置付け、「○」：改訂・更新、

平成20年2月 平成26年3月 平成30年5月 今回検討

堤防、護岸、胸壁 ★ ○

水門、陸閘、樋門、樋管
（土木構造物） ★ -

水門、陸閘、樋門、樋管
（設備部分） ★ -

離岸堤、
潜堤・人工リーフ、
突堤・ヘッドランド

★

海岸保全施設維持管理マニュアル

○ 海岸保全施設のうち、離岸堤、潜堤・人工リーフ、突堤・ヘッドランドについて、施設管理の標準的な要領の検討
を行い、海岸管理者による予防保全の視点に立った管理の充実を図るための維持管理マニュアルの適用範囲
の拡充を検討。

○ 海岸保全施設のうち、沖合施設（離岸堤、人工リーフ、突堤、ヘッドランド）の設置状況は以下の通り。



【課題】
港湾管理者の予算確保が厳しい中で、請負による点検診断や維持管理計画書作成を中心に活用されている
状況が判明
平成31年3月末時点調査において、港湾分野では、維持管理計画策定率：75％、点検診断実施率：59％と
低調に推移

港湾施設に係るメンテナンスサイクルの確立に向けて

■令和元年度■
点検診断の効率化に向けた工夫事例集（案）

直営で作成した維持管理計画書の事例集（案）

・ 新技術を活用した点検診断事例として、目視点検の代替としてドローンを活用した事例や衛星利用測位シス
テム(GPS)機能付きカメラの活用により情報共有を効率化した事例。

・ 日常点検・定期点検で蓄積した写真等のデータを基に点検診断を実施した事例。
・ 電位測定など毎年実施していた同一点検項目を同時期に実施することにより、点検診断の費用の縮減を

図った事例。
・ 点検診断の簡素化、省力化等の工夫事例だけでなく留意点も例示。

・ 施設の種類や規模、使用頻度など現場実態を踏まえ、必要最低限の項目を箇条書にした維持管理計画書の
簡素化事例。

・ 施設管理の委託契約図書を添付、不足する項目を維持管理計画に付記することで計画とした事例。

港湾
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(1)-②-1）

(1)-⑤-1）

○ 港湾施設の点検診断の義務化は平成26年３月になされており、具体的な方法等を定めたガ
イドラインも公表。一方、港湾管理者の財政的、人的な課題から、維持管理計画書の策定や
点検診断が十分進んでいない現状がある。

○ このため、効率的かつ効果的に港湾施設の点検診断、維持管理計画策定が可能となるよう、
優良事例等を、各ガイドラインの参考資料として整理。令和２年３月に公表。



河川
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河川管理施設及び河道の点検の効率化・充実
(1)-②-1）

○ インフラ施設の点検は、施設の適正管理や防災・減災等の観点から重要性が増していることから、
「河川管理施設及び河道の点検の効率化・充実について」において、河川管理施設及び河道に係
る点検の効率化・充実を図るため、施設情報をデータベース化すること及び無人航空機（ドローン）
の活用を推奨。
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砂防砂防施設の点検の効率化・充実
(1)-②-1）

○ インフラ施設の点検は、施設の適正管理や防災・減災等の観点から重要性が増していることから、
「砂防施設の点検の効率化・充実について」において、砂防施設に係る点検の効率化・充実を図る
ため、施設情報をデータベース化すること及び無人航空機（ドローン）の活用を推奨。
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砂防
(1)-②-1）

砂防関係施設点検要領 (案)

○ より効率的・効果的な施設点検の促進の観点から、現場実証実験における検討結果等を踏まえ、
定期点検等に関し、目視による方法に加え、UAVによる方法についても基本形として位置づけ。

○ 砂防関係施設点検要領（案）では、施設の点検記録については、施設情報に関するデータベースシ
ステムを構築し、管理することを推奨。



人材育成の推進

道路における維持管理の研修の様子 河川における維持管理の研修の様子

港湾における維持管理の研修の様子

〇 適切な維持管理が行えるよう、従来の取組みに加え、実務的な点検の適切な実施・評価に資す
る研修体制を充実・強化。

〇 技術者不足が指摘されている地方公共団体等への技術的支援の一環として、研修への地方公
共団体等職員の参加を呼びかけ、毎年数多く参加。

ダムにおける維持管理の研修の様子
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横断的な取組
(1)-④-1）

(1)-④-3）



14

技術職員の充実による市町村支援・中長期派遣体制の強化 横断的な取組

出典：総務省

(1)-②-2）

(1)-④-1）

(1)-④-3）
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〇 総務省が技術職員の充実に関する取組を今年度より実施。
〇 総務省と連携し、自治体職員が国土交通省の研修を受講することにより技術力を高めるよう、自治体に周知。

出典：総務省

横断的な
取組技術職員の充実による市町村支援・中長期派遣体制の強化

(1)-②-2）

(1)-④-1）

(1)-④-3） 総務省に
よる措置



※表中の実績策定率は、社会資本整備重点計画の指標等に係る年度末時点の値

個別施設計画の策定状況

≪インフラ長寿命化に向けた計画の体系（イメージ）≫

実 績 目 標

年度 策定率 年度 策定率

道路（橋梁） 2018 81% → 2020

100%

道路（トンネル） 2018 53% → 2020

河川 ［国、水資源機構］ 2018 100% → 2016

［地方公共団体］ 2018 89% → 2020

ダム ［国、水資源機構］ 2018 100% → 2016

［地方公共団体］ 2018 95% → 2020

砂防 ［国］ 2018 100% → 2016

［地方公共団体］ 2018 100% → 2020

海岸 2018 71% → 2020

下水道 2018 100% → 2020

港湾 2018 100% → 2017

空港（空港土木施設） 2018 100% → 2020

鉄道 2018 100% → 2020

自動車道
（民間等が経営する道路 ： 箱根ターンパイク等）

2018 52% → 2020

航路標識 2018 100% → 2020

公園 ［国］ 2018 100% → 2016

［地方公共団体］ 2018 94% → 2020

官庁施設 2018 97% → 2020

公営住宅 2018 90% → 2020

≪個別施設計画の策定状況及び目標≫

(1)-③-1）
横断的な取組
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○ メンテナンスサイクルの核となる個別施設ごとの長寿命化計画（個別施設計画）については、
2020年度中を目標に策定が進んでいる。一方、策定にあたり課題を抱えている分野もある。



公営住宅等長寿命化計画の策定状況

平成31年3月31日現在

平成
31年
度(F)

平成
32年
度以
降(G)

未定・
検討
中
（H）

平成
31年
度(F)

平成
32年
度以
降(G)

未定・
検討
中
（H）

1 北海道 180 0 180 180 0 0 0 0 0 100.0 0.0 0.0 25 滋賀県 20 2 18 16 1 0 1 0 1 88.9 5.6 5.6

2 青森県 41 3 38 38 0 0 0 0 0 100.0 0.0 0.0 26 京都府 27 3 24 21 2 2 0 0 1 87.5 8.3 4.2

3 岩手県 34 0 34 31 2 2 0 0 1 91.2 5.9 2.9 27 大阪府 44 6 38 30 2 0 2 0 6 78.9 5.3 15.8

4 宮城県 36 0 36 36 0 0 0 0 0 100.0 0.0 0.0 28 兵庫県 42 0 42 38 3 0 3 0 1 90.5 7.1 2.4

5 秋田県 26 0 26 19 4 0 4 0 3 73.1 15.4 11.5 29 奈良県 40 3 37 32 4 0 4 0 1 86.5 10.8 2.7

6 山形県 36 1 35 33 2 0 2 0 0 94.3 5.7 0.0 30 和歌山県 31 1 30 25 1 1 0 0 4 83.3 3.3 13.3

7 福島県 60 0 60 46 12 3 9 0 2 76.7 20.0 3.3 31 鳥取県 20 0 20 15 2 1 1 0 3 75.0 10.0 15.0

8 茨城県 45 6 39 39 0 0 0 0 0 100.0 0.0 0.0 32 島根県 20 0 20 20 0 0 0 0 0 100.0 0.0 0.0

9 栃木県 26 0 26 26 0 0 0 0 0 100.0 0.0 0.0 33 岡山県 28 0 28 20 2 0 2 0 6 71.4 7.1 21.4

10 群馬県 36 2 34 33 1 1 0 0 0 97.1 2.9 0.0 34 広島県 24 0 24 24 0 0 0 0 0 100.0 0.0 0.0

11 埼玉県 64 16 48 35 3 0 3 0 10 72.9 6.3 20.8 35 山口県 20 0 20 20 0 0 0 0 0 100.0 0.0 0.0

12 千葉県 55 7 48 34 2 0 2 0 12 70.8 4.2 25.0 36 徳島県 25 1 24 19 4 1 3 0 1 79.2 16.7 4.2

13 東京都 63 3 60 52 2 2 0 0 6 86.7 3.3 10.0 37 香川県 18 0 18 17 1 0 1 0 0 94.4 5.6 0.0

14 神奈川県 34 2 32 31 1 0 1 0 0 96.9 3.1 0.0 38 愛媛県 21 0 21 21 0 0 0 0 0 100.0 0.0 0.0

15 新潟県 31 4 27 25 1 1 0 0 1 92.6 3.7 3.7 39 高知県 35 0 35 35 0 0 0 0 0 100.0 0.0 0.0

16 富山県 16 1 15 13 2 0 2 0 0 86.7 13.3 0.0 40 福岡県 61 3 58 57 0 0 0 0 1 98.3 0.0 1.7

17 石川県 20 0 20 20 0 0 0 0 0 100.0 0.0 0.0 41 佐賀県 21 0 21 20 1 1 0 0 0 95.2 4.8 0.0

18 福井県 18 0 18 17 0 0 0 0 1 94.4 0.0 5.6 42 長崎県 22 0 22 22 0 0 0 0 0 100.0 0.0 0.0

19 山梨県 28 2 26 22 2 0 2 0 2 84.6 7.7 7.7 43 熊本県 46 0 46 44 2 1 1 0 0 95.7 4.3 0.0

20 長野県 78 2 76 63 4 0 4 0 9 82.9 5.3 11.8 44 大分県 19 0 19 19 0 0 0 0 0 100.0 0.0 0.0

21 岐阜県 43 5 38 24 4 0 4 0 10 63.2 10.5 26.3 45 宮崎県 27 0 27 26 1 0 1 0 0 96.3 3.7 0.0

22 静岡県 36 1 35 32 1 0 1 0 2 91.4 2.9 5.7 46 鹿児島県 44 2 42 42 0 0 0 0 0 100.0 0.0 0.0

23 愛知県 55 13 42 38 1 1 0 0 3 90.5 2.4 7.1 47 沖縄県 42 4 38 31 4 1 3 0 3 81.6 10.5 7.9

24 三重県 30 4 26 19 3 0 3 0 4 73.1 11.5 15.4 1,788 97 1,691 1,520 77 18 59 0 94 89.9 4.6 5.6

策定
予定
なし
（I）

策定
済み
割合
D/C
（%）

策定
予定
割合
E/C
（%）

策定予定年度

合計

都道
府県
番号

都道府県
名

地方公共
団体数

（A）

公営住宅を対象とした長
寿命化計画の策定割合

公営住宅
を管理

していな
い

（B）

公営住宅
を管理
している

（C）

策定予定年度 策定
済み
割合
D/C
（%）

策定
予定
割合
E/C
（%）

策定
予定
なし
割合
I/C
（%）

公営住宅
を管理

していな
い

（B）

公営住宅
を管理

している
（C）

策定
予定
なし
割合
I/C
（%）

策定
済み
（D）

策定
予定
（E）

都道
府県
番号

都道府県
名

地方公
共

団体数
（A）

公営住宅を対象とした長
寿命化計画の策定割合

策定
済み
（D）

策定
予定
（E）

策定
予定
なし
（I）

住宅
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(1)-③-1）

○ 公営住宅等長寿命化計画の策定及びこれに基づく予防保全的管理、長寿命化に資する改善を推進し
ていくため、公営住宅等長寿命化計画策定指針を策定。（21.3策定、H28.8改定）

○ 公営住宅等長寿命化計画の策定を国庫補助要件とするとともに、会議等で計画策定の働きかけを行
い、毎年、策定状況を確認。（令和２年度末までに100％策定目標）



維持管理分野におけるデータの利活用に関する検討 横断的な取組

連携

データ活用型メンテナンスサイクル

点検データの記録 点検

計画の見直し結果分析

・ 国土交通省（インフラ・データプラットフォーム等）と地方公共団体のデータベースの連携試行
・ データベースの活用によるユースケースの検討

今後の取組方針
インフラ維持管理のさらなる効率化に向けた取組イメージ

◆他機関のシステムとの連携

•他機関が保有する維持管理データとの連携
による、ユースケースの創出を検討

◆専門家の技術支援

•蓄積データにもとづく助言
•オンラインによる情報アクセス

◆インフラ管理者の維持管理情報の活用

•DBを活用した維持管理情報の管理
•大学等の研究機関と連携したデータの活用

自治体インフラDB

紙ベースの情報 データベース化

(1)-③-2）
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○ インフラ維持管理のさらなる効率化に向けては、各管理者がそれぞれ保有している維持管理
分野における情報を連携していくことが必要。

○ これに向け、地方公共団体等の各管理者が保有する維持管理分野に関するデータベースの
連携方法について検討。
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砂防関係施設の長寿命化計画策定ガイドライン（案）(H31.3)

●本ガイドライン（案）(H31.3)の構成

※本ガイドライン（案）の第Ⅱ編「１．長寿命化計画」を一部抜粋

修繕、改築、更新の年次計画策定のフロー

第Ⅰ編 総則
1.ガイドライン（案）の目的
2.計画対象施設及び計画対象区域
3.砂防関係施設の長寿命化計画の策定基本方針
4.砂防関係施設に求められる機能及び性能
5.用語の定義

第Ⅱ編 砂防関係施設の長寿命化計画
1.長寿命化計画
2.計画対象区域における砂防関係施設の長寿命化計画策定方針
3.日常的な維持の方針
4.点検結果を踏まえた健全度の整理
5.修繕、改築、更新の優先順位の検討と年次計画の策定
6.経過観察方法（調査・観測の方法とその留意点）
7.対策工法（修繕、改築、更新の方法）

第Ⅲ編 ライフサイクルコスト算定に係る考え方
1.ライフサイクルコストを考慮した予防保全型維持管理の考え方
2.砂防関係施設の劣化予測
3.維持、修繕、改築、更新等に要する費用
4.ライフサイクルコスト算定の留意点

ライフサイクルコスト縮減のイメージ
※本ガイドライン（案）の第Ⅲ編「１．ライフサイクルコストを考慮

した予防保全型維持管理の考え方」を一部抜粋

砂防関係施設の予防保全型維持管理にあたっ
ては、施設の損傷が軽微な段階で修繕等を実施す
ることで、砂防関係施設の所定の機能及び性能が
確保できなった段階で更新等を行う事後保全と比
較し、少ない費用で長寿命化を図ることを基本とす
る。

・H25.11 「インフラ老朽化対策の推進に関する関係省庁連絡会議」にて、「インフラ長寿命化基本計画」が決定
→「インフラ長寿命化計画（行動計画）」、「個別施設毎の長寿命化計画」の策定を位置づけ。

・H26.5   「社会資本の老朽化対策会議」にて、「国土交通省 インフラ長寿命化計画（行動計画）」が決定。

・H26.6 「砂防関係施設の長寿命化計画策定ガイドライン（案）」の策定。（砂防関係施設の長寿命化計画を策定・運用するための基本的な考え方や手順について示す）

・H26.9 「砂防関係施設点検要領（案）」の策定（砂防関係施設の長寿命化に向け、予防保全型維持管理を実施していくための点検、評価手法を定める）

・H31.2 「砂防関係施設点検要領（案）」の改訂（UAV等の活用及び施設情報に関するデータベースシステムの構築を推奨）

・H31.3   「砂防関係施設の長寿命化計画策定ガイドライン（案）」の改定。（ライフサイクルコストの縮減、修繕等に要する費用の平準化を踏まえた「予防保全型維持管理」を導入）

●長寿命化計画に関する主な取組の経緯

砂防
(1)-③-3）

○ 砂防関係施設のストックは年々増加しており、地域の安全・安心の確保等に大きく寄与している一方で、今後、老朽化する施設の数が膨大となっていくこ
とが予想される。また、厳しい財政状況のもと、近年、土砂災害が多発している状況等を踏まえ、既存施設の機能及び性能を長期にわたり維持・確保して
いくことが重要となっている。

○ これらを踏まえ、今後、砂防関係施設の維持管理については、長期的な展望をもって長寿命化を推進し、予防保全型維持管理によるライフサイクルコスト
の縮減及び各年の修繕等に要する費用の平準化を図りつつ、確実に砂防関係施設の機能を確保していく必要がある。

○ このため、「砂防関係施設の長寿命化計画策定ガイドライン（案）」を改定した。



＜内 容＞

老朽化により海岸保全施設の機能が著しく低下し、甚大な被害が発生するおそれがある海岸において、海岸
堤防・護岸等に係る老朽化調査、老朽化対策計画の策定、計画に基づく対策工事を一体的に推進する。

堤防の表法被覆工が損傷 老朽化対策による改良例

＜交付対象事業の要件＞
交付対象事業は、海岸法第４０条第１項第１号又は第６号に規定する海岸保全区域（同条第2 項の規定に基づく協議により

国土交通大臣が管理することとされた海岸保全施設に係る海岸保全区域を含む。）内の海岸保全施設を対象に実施するもの
であって、以下の要件を満たすものとする。
（１）長寿命化計画の変更 ※（２）老朽化対策は省略
① 既に策定されている長寿命化計画について、以下の事項等を反映させて平成35年度までに変更されるものであること。

・水門・陸閘等の施設の追加
・水門・陸閘等の統廃合の位置づけ

② 東日本大震災の被災地及び5 地区海岸以上を管理している市町村（政令市を除く。）については令和２年度までの間に
策定又は変更されるものであること。

海岸堤防等老朽化対策緊急事業 海岸
(1)-③-3）
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○ 老朽化により機能が確保されていない又は機能低下の恐れがある海岸保全施設であって、
緊急にその機能の強化又は回復を行う必要があるものについて、海岸保全施設の老朽化調
査、調査結果を踏まえた老朽化対策計画の策定、老朽化対策計画に基づいた老朽化対策工
事を実施する事業。
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砂防関係施設の長寿命化に関する取組

砂防関係施設の長寿命化に関する取組事項

① 「砂防関係施設の長寿命化計画策定ガイドライン（案）」の策定等

・「砂防関係施設の長寿命化計画策定ガイドライン（案）」を策定（平成26年6月）

・「予防保全型維持管理」の導入のためガイドライン（案）を改定（平成31年3月）
→ライフサイクルコストの縮減
→修繕等に要する費用の平準化

③ 「砂防関係施設点検要領（案）」の策定等

・平成26年9月に「砂防関係施設点検要領（案）」を策定

・砂防関係施設点検要領（案）を改定(H31.3、R2.3)

→施設の劣化予測等に役立てるため、施設情報に関するデータベースシステムの構築を推奨。(H31.3)
→定期点検等にあたって、UAVを活用した方法についても、基本形として位置づけ。(R2.3)

② 砂防関係施設の長寿命化計画策定支援の延伸

・ライフサイクルコストの考慮等による長寿命化計画の変更に限り、防災・安全交付金
の交付対象期間を５年間延長

長寿命化計画変更のイメージ

今後の取組方針

・予防保全としての修繕等の実績を蓄積していくとともに、予防保全として有効な新工法・新技術の開発・導入を推進
・新技術の導入による施設点検の効率化
・点検、修繕結果等の集約・分析のためのデータベースシステムの検討 等

UAV等の活用

砂防
(1)-③-4）

○ 砂防関係施設の長寿命化にあたっては、今後、事後保全からライフサイクルコストの縮減等を考慮
した予防保全へと移行していくため、関係基準類の改定等を実施。

○ 今後においては、以下の取組事項を推進していくとともに、新技術の開発・導入や点検の効率化等
を図り、予防保全の取組を拡充していく予定。



公園施設長寿命化計画策定調査 公園
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(1)-③-4）

○ 都市公園においては、長寿命化計画に基づく施設の更新等が進みつつある一方、小規模自治体
や小規模公園における対策が遅れており、戦略的な維持管理・更新を都市公園ストック全体で進め
ていく必要があることから、公園施設長寿命化計画の策定を社会資本整備総合交付金等により支
援。（公園施設長寿命化計画策定調査）



○ 道路の点検結果を踏まえ策定される長寿命化修繕計画に基づき実施される道路メンテナンス
事業（橋梁、トンネル等の修繕、更新等）に対し、計画的かつ集中的な支援を可能とする個別
補助制度を創設。

道路の橋梁等の老朽化対策にかかる個別補助制度（道路メンテナンス事業補助制度）の創設

■ 道路メンテナンス事業補助制度の創設
○ 概要

道路メンテナンス事業

地方公共団体が管理する橋梁、トンネル等が対象
高度経済成長期に整備した道路施設の老朽化が急激に進んでおり、

例えば橋梁では、建設後50年経過する橋梁の割合が、現在は25％で
あり、10年後には50％に急増する。
平成26年度から平成30年度までの一巡目の点検において、次回点検
までに措置を講ずべき橋梁は、全体の約1割（約7万橋）存在する。

このうち、点検結果を踏まえて平成30年度までに修繕に着手した橋
梁は、地方公共団体管理で20％にとどまっており、措置が遅れている
状況となっている。これらに対して、早急に対策を実施できるよう地方
に対して計画的かつ集中的に支援を行う必要がある。

橋梁の例

長寿命化修繕計画

地方公共団体は、長寿命化修繕計画（個別施設計画）を策定・公表
橋梁、トンネル、道路附属物等の個別施設毎に記載された計画に位
置づけられた事業を支援

○○市

橋梁
長寿命化修繕計画
【個別施設計画】

記載内容
・施設名 ・延長
・判定区分
・点検・修繕実施年度
・修繕内容 ・対策費用 等

○○市

トンネル
長寿命化修繕計画
【個別施設計画】

記載内容
・施設名 ・延長
・判定区分
・点検・修繕実施年度
・修繕内容 ・対策費用 等

○○市

道路附属物等
長寿命化修繕計画
【個別施設計画】

記載内容
・施設名 ・延長
・判定区分
・点検・修繕実施年度
・修繕内容 ・対策費用 等

損傷状況（鉄筋露出）

（国庫債務負担行為を可能とし、効率的な施工（発注）の実施と工事の平準化を図る。）

修繕の様子（断面修復）

トンネルの例

損傷状況（うき・漏水）

修繕の様子（剥落対策）

令和２年度予算：3,857億円（事業費）
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道路
(1)-④-4）



○ 地方公共団体が実施する大規模施設（水門、排水機場、砂防堰堤等）の更新・改良に対し、
計画的かつ集中的な支援を可能とする個別補助制度を創設。

地方公共団体が管理する排水機場、砂防堰堤、水門、雨水
ポンプ場等が対象。

○地方公共団体は、長寿命化計画（個別施設計画）を策定

〇水門、砂防堰堤等の個別施設毎に記載された計画に位置付けられ
た事業を支援

■大規模更新事業等の創設

高度経済成長期等に整備してきた施設の多くが、供用後５０年以上
経過し老朽化が進行しており、今後さらに増加する見込み

これまでも防災・安全交付金によって、都道府県等が行う老朽化対策
を支援してきたところであるが、個別補助制度によって、より計画的か
つ集中的に予算措置を講じることにより、都道府県等が着実な維持管
理・更新に取り組んでいけるよう支援が必要。

水門

下水道施設（雨水ポンプ場）

【排水ポンプ設備更新の例】

ポンプ設備更新 海岸保全施設（水門）

砂防施設（砂防堰堤）

【その他の施設例】

大規模更新事業等

排水機場

水門等の老朽化対策にかかる個別補助制度（大規模更新事業等）の創設

令和２年度予算：308億円（事業費）の内数
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河川
(1)-④-4）



各分野での個別計画（河川維持管理計画等）に緊急的に実施する必要がある箇所として位置付けた
河川、ダム、砂防、治山に係る浚渫

※１ 浚渫には、土砂等の除去・処分、樹木伐採等を含む
※２ 河川、ダム、砂防、治山に係る浚渫について、国土交通省等より対策の優先順位に係る基準

を地方団体に対して示した上で、各地方団体において各分野の個別計画に緊急的に実施する
箇所を位置付け

対象事業

令和２～６年度（５年間）

充当率：１００％ 元利償還金に対する交付税措置率：７０％

財政措置

事業年度

総務省による措置

９００億円（令和２年度）
※ 令和２～６年度の事業費（見込み）：４，９００億円

事業費
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河川
(1)-④-4）

緊急浚渫推進事業債の創設

○ 令和元年台風第19号による河川氾濫等の大規模な浸水被害等が相次ぐ中、被災後の復旧
費用を考慮しても、維持管理のための河川等の浚渫（堆積土砂の撤去等）が重要。

○ このため、地方団体が単独事業として緊急的に河川等の浚渫を実施できるよう、新たに「緊急
浚渫推進事業費」を地方財政計画に計上するとともに、緊急的な河川等の浚渫経費について
地方債の発行を可能とするための特例措置を創設（地方財政法を改正）。



事業規模大 小

防災・安全交付金

改修工事として実施する河道掘削等 維持管理として実施する河道掘削等

地方単独事業

緊急浚渫推進事業債
（起債充当率：１００％／交付税措置率：７０％）

個別補助事業
（補助率：１／２等）
※都道府県等負担に対し、
＜公共事業等債＞
起債充当率：９０％／交付税措置率：２０％

【要件】

・各地方団体において各分野の個別計
画に緊急的に実施する箇所を位置付
けられていること。

従前

令和２年度より

【要件】

・洪水等による被害が防止
される区域内の宅地・農
地面積や家屋数が一定
以上あるもの 等

【要件】

・川幅が狭い区間やバックウォーターの
恐れがある区間等で実施するもの

・原則、概ね５年以内で完了し、当該区
間の事業費が５億円以上であること

等

定期的な点検等を踏まえ、適切な河道断面を維持するために
実施する土砂掘削等

河道掘削実施後河道掘削実施前

河道掘削
実施範囲

洪水時の河川水位の低下を図るために河川改修として実施する土砂掘削等

緊急自然災害
防止対策事業債
（起債充当率：１００％

／交付税措置率：７０％）

【要件】

・国庫補助要件を満たさな
い事業

・緊急自然災害防止対策
事業計画に基づく事業

令和元年度より

地方単独事業

令和２年度より

河道掘削実施前 河道掘削実施後

【事業年度】

・令和２年度～令和６年度

【事業年度】

・令和元年度、令和２年度

防災・安全交付金
（補助率：１／２等）
※都道府県等負担に対し、
＜公共事業等債＞
起債充当率：９０％

／交付税措置率：２０％

・ 土砂等の除去・処分、樹木伐採等が対象
・ 市町村が管理する準用河川も対象
・ 河川のほか、治水ダム、砂防堰堤、治山施設

に係る土砂等の掘削・除去も対象

26

河川
(1)-④-4）

都道府県等が管理する河川等に対する支援の充実（河道掘削の例）

○ 台風第19号等の災害を踏まえ、地方公共団体が実施する河道掘削等について、計画的・集中的な整備を促進。



（２）施設の集約・再編等

27

各分野における取組状況



集約化・撤去等よる管理施設数の削減 道路

28

(2)-1）

○ 地方公共団体が管理する通行止め橋梁数が増加していることから、点検結果や利用状況等を踏ま
え、道路施設の集約化・撤去等や、通行を歩行者に限定するなどの機能縮小に取り組んでいる。



長寿命化計画における海岸保全施設の統廃合の位置づけ

29

スロープを設置し陸閘を廃止

【統廃合（廃止、スロープ設置）の例（和歌山県）】

廃止前 廃止後

集約化等により利用度の低い陸閘を完全に廃止

【統廃合（完全廃止）の例（高知県） 】

廃止前 廃止後

水門・陸閘等の運用方針の見直しを含めた総合的検討フロー

災害の特性（想定津波到達時間等）と、水門・陸閘等の閉鎖に要する時間およ
び現場操作員の避難時間とを比較し、
○限られた時間内で水門・陸閘等を閉鎖することが可能か
○現場操作員の安全は確保されているか
を評価する。

統廃合可能か（第1節）

現状把握・評価（第3章）

可能

下記の観点を考慮し、統廃合の可否を検討する。なお、代替機能の確保により
統廃合可能かどうかについても検討する。
○利用状況、交通への影響
○背後地の人口・資産、重要な施設（避難所等）を勘案した閉鎖効果
○近辺の陸閘等の存在 等

統廃合

必要に応じ、代替機能の確保（スロープ、
階段の整備等）を実施

不可能

常時閉鎖可能か（第1節）

下記の観点を考慮し、常時閉鎖の可否を検討する。な
お、日中のみ現場操作員が確保できる場合は夜間のみ
常時閉鎖を行う等の対策についても検討する。
○利用状況、交通への影響
○背後地の人口・資産、重要な施設（避難所等）を勘案
した閉鎖効果
○施設の規模 等

可能
常時閉鎖

不可能

体制・設備の改善検討（第2,3節）
体制の改善

（現場操作員を介した操作）

設備の改善
（自動化・遠隔操作化等）

閉鎖に要する時間、管理者・現場操作員への作業負荷、現場操作員の安全性等を
踏まえ設備改善を検討する。
なお、改善案の検討に当たっては、下記の観点を十分勘案すること
○整備規模 ○整備費用
○閉鎖に要する時間 ○管理者・現場操作員にかかる負担
○現場操作員の安全性

検討スタート

必要に応じ、時間帯別の常時閉
鎖や、代替機能の確保（スロープ、
階段の整備等）を実施。
また、常時閉鎖をしている旨の
掲示等を行う。
特に、水産市場等の利用を前提
とした陸閘等については、利用者
が開け閉めを行うルール作りをす
ることが望ましい。

（システムレベル１～４）

（システムレベル５～６）

水門・陸閘等の数や設備の状況、場所、周辺環境等を踏まえ、
以下の条件を満たす運用体制を整備可能か検討する。
○管理者や現場操作員の総人員が十分確保可能である
○各水門・陸閘等の設置状況に配慮した人員配置である
○指示・連絡系統や役割が明確である

総
合
的
検
討
（
第
4
章
）

現場操作員の安全確保の観点
から統廃合・常時閉鎖等を検討

海岸
(2)-1）

○ 津波襲来時の水門・陸閘等の安全な閉鎖に加えて、維持管理費の削減も図られることから、装置や設備
の更新時期等において、水門・陸閘等の統廃合についても積極的に検討することが望ましい。

○ 統廃合の実施にあたっては利用者との調整等に時間を要することから、長寿命化計画に位置づけ、計画
的に実施することが望ましい。



公営住宅等における再生・再編ガイドライン等

②主な工事内容①事業背景・目的・概要・諸元

再生・再編ガイドライン 改善事業の円滑な実施に向けたポイント集

住宅

30

(2)-2）

(2)-4）

○ 公営住宅の建替えの時期を捉えた再生・再編や民間住宅ストックの活用等に関する具体的な
取り組み事例をとりまとめた「公営住宅等における再生・再編ガイドライン」を配布。
⇒各事業主体が複数の検討視点例等を踏まえて、公営住宅等の再生・再編することが可能。

○ 公的賃貸住宅を長期にわたり維持管理・活用していくことを目的に先導的な取組を行った事
業について、取組のポイントや具体例を中心に、地方公共団体等が改善事業を実施する際に
参考となる情報をまとめた「改善事業の円滑な実施に向けたポイント集」を配布。
⇒事業主体同士の技術情報の共有。

(2)-1）



広域化・共同化による効率的な下水道事業の推進

下水汚泥等の集約処理の事例汚水処理の広域化・共同化のイメージ

下水道
(2)-1）

八竜町

能代市

小坂町藤里町八峰町 大館市

鹿角市

公

公

公

公

公

し

し

し

流

流

八森

浄化ｾﾝﾀｰ

沢目

浄化ｾﾝﾀｰ

(能代山本組合)

中央衛生処理場 能代終末処理場

藤里

浄化ｾﾝﾀｰ

大館市

し尿処理場

集

鹿角

し尿処理場

鹿角処理ｾﾝﾀｰ

湯瀬浄化ｾﾝﾀｰ

汚泥資源化施設

[大館処理ｾﾝﾀｰ]

・秋田県では、流域下水道大館処理センターに広域汚泥
処理施設を設置し、県北３市３町１組合からの汚泥を集
約処理･資源化することで、集約による効率的な処理に
より事業費を低減。

流 し公流域下水道処理場 単独公共下水道処理場 し尿処理場

大館処理センター 汚泥資源化施設 31

○ 人口減少、下水道職員減少、施設老朽化が顕在化するなか、持続可能な下水道事業の運営
に向け、広域化・共同化を一層推進する必要。

○ 平成30年度に広域化・共同化に係る計画策定や取組までを総合的に支援する「下水道広域
化推進総合事業」を創設するとともに、広域化・共同化の事例集や計画策定マニュアル を策
定し、地方公共団体の取組を支援。

(2)-4）

(2)-2） (2)-5）



既存ストックを活用したふ頭機能の再編・効率化

①荷役岸壁の利用転換
岸壁（水深4～10m） 約2,100m

→ 不荷役化や護岸化

②新規投資
岸壁（水深12m) 250m

→ 新規整備（岸壁の延伸）

～新規投資（新規整備）と併せてふ頭再編を行った例（三河港）～

荷役岸壁
(約2,090m)

【①不荷役化する荷役岸壁の老朽化状況】

32

港湾
(2)-2）

(2)-4）

○ コンテナ貨物、完成自動車、バルク貨物が混在していたため機能を再配置して貨物の集約化
等を行い、①既存岸壁約2,100mを不荷役岸壁や護岸に利用転換すると共に、② 250mの岸
壁の整備に新規投資を実施。



維持管理分野におけるデータの利活用に関する検討 横断的な取組

連携

データ活用型メンテナンスサイクル

点検データの記録 点検

計画の見直し結果分析

・ 国土交通省（インフラ・データプラットフォーム等）と地方公共団体のデータベースの連携試行
・ データベースの活用によるユースケースの検討

今後の取組方針
インフラ維持管理のさらなる効率化に向けた取組イメージ

◆他機関のシステムとの連携

•他機関が保有する維持管理データとの連携
による、ユースケースの創出を検討

◆専門家の技術支援

•蓄積データにもとづく助言
•オンラインによる情報アクセス

◆インフラ管理者の維持管理情報の活用

•DBを活用した維持管理情報の管理
•大学等の研究機関と連携したデータの活用

自治体インフラDB

紙ベースの情報 データベース化

再掲
(2)-3）

33

○ インフラ維持管理のさらなる効率化に向けては、各管理者がそれぞれ保有している維持管理
分野における情報を連携していくことが必要。

○ これに向け、地方公共団体等の各管理者が保有する維持管理分野に関するデータベースの
連携方法について検討。



都市公園の再編・集約化の促進（都市公園ストック再編事業）

都市公園ストック再編事業の拡充内容

対象
事業

ストック再編までの流れ

公園の
集約・再編

住民との
合意形成

事業計画
の策定

これまでの支援対象
（ハード面の支援）

支援対象を拡充
（ソフト面の支援）

［配置の再編（集約化）］
○地域に親しまれ、使われる公園となるように、公園を「まとめる」。

地域に不足する都市機能
（保育所、病院など）

もみじ公園の跡地を有効活用

まとめるひいらぎ公園 もみじ公園

ゆりのき公園

［機能の再編］
○みんなが使いやすい公園になるように、役割を「みなおす」。

＜主に子供向けの遊びの場＞

＜主に高齢者向けの健康づくりの場＞

何でもあるけれど、
狭いし、古いし・・・

みなおす

Before After＋
都市公園の再編や集約化に必要な
・施設整備 ・用地取得

［拡充］ ソフト面の支援
例：社会実験などのコーディネート

都市公園ストック再編のイメージ

～主な事業要件～
○立地適正化計画や緑の基本計画を作成している地方公共団
体が対象。

○事業計画期間中における事業の合計国費が15百万円
（都道府県事業は30百万円）×計画年数以上であること。

（詳細は社会資本整備総合交付金交付要綱を参照）

公園
(2)-5）
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○ 都市公園を再編・集約化し、維持管理の効率化や、跡地への保育所設置など、地域ニーズに
即した「バージョンアップ」を進めるために必要な、住民の合意形成に向けたコーディネートや
計画策定、社会実験などの「ソフト面の支援」を強化。



（３）多様な契約方法の導入
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各分野における取組状況



36

社会資本メンテナンス戦略小委員会 民間活力活用促進WG

①目的

社会資本のメンテナンス分野において、民間活力の活用は、業務の効率化や創意工夫によるコスト縮
減などの効果が期待できることから、人材や財源等に課題を持つ自治体にとって有効な手段の一つで
あるが、これまでいくつかの活用事例が蓄積されてきているものの、全国の市町村にとって選択肢の
一つとしてあがってきていないのが実情。

本ワーキンググループでは、今までできていない民間活力の活用方策を新たに創出し、その効果を検
証し、これら検討の過程を広く周知すること等により、メンテナンス分野における民間活力の全国への
普及を図る。

②メンバー
座長 小澤 一雅 東京大学大学院 工学系研究科 教授
委員 堀田 昌英 東京大学大学院 新領域創成科学研究科 教授

水野 高志 八千代エンジニヤリング株式会社 取締役 専務執行役員
オブザーバー 植野 芳彦 富山市 政策参与

中洲 啓太 国土交通省 国土技術政策総合研究所 社会資本マネジメント研究室長

横断的な取組

（五十音順、敬称略）

(3)

○ 民間活力活用促進WGでは、自治体における民間活力の活用方策の事例をグッドプラクティス
集にとりまとめることを念頭に、鈴鹿市における包括的民間委託の導入検討等を実施。

○ 第１回を令和２年２月４日、第２回を令和２年５月28日に開催。
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第１回
令和２年
２月４日

・ワーキンググループの概要
・社会資本の老朽化を取り巻く現状
・民間活力活用方策の概要
・鈴鹿市における包括的民間委託の導入検討

第２回
令和２年
５月28日

・前回WGにおけるご意見等と今後の方針
・鈴鹿市における包括的民間委託の導入検討
・包括的民間委託の全体的な分析
・今後の進め方（案）

次回以降
・鈴鹿市における包括的民間委託の導入検討
・包括的民間委託の全体的な分析

※ただし、議事については、今後変更する可能性がある。

③議事概要

開
催
済
み

今
後
の
予
定

横断的な取組社会資本メンテナンス戦略小委員会 民間活力活用促進WG
(3)



（４）技術の継承・育成
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各分野における取組状況



人材育成の推進

道路における維持管理の研修の様子 河川における維持管理の研修の様子

港湾における維持管理の研修の様子

〇 適切な維持管理が行えるよう、従来の取組みに加え、実務的な点検の適切な実施・評価に資す
る研修体制を充実・強化。

〇 技術者不足が指摘されている地方公共団体等への技術的支援の一環として、研修への地方公
共団体等職員の参加を呼びかけ、毎年数多く参加。

ダムにおける維持管理の研修の様子

449 480 523

704
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H26 H27 H28 H29 H30

参加人数
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301
405 409 448
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0
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800

1000

1200

1400
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参加人数

(4)-1）
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横断的な取組 再掲
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○全国各地で取り組まれている維持管理の先進的な取組みを担当者間で情報共有し、全国展開を図ることを目的に
全国河川・ダム管理技術検討会を開催。

○創意工夫の顕著な事例について表彰（各部門最優秀賞1名、優秀賞3名、奨励賞3名）し、担当者のモチベーションを
高めるとともに、技術開発、創意工夫等に積極的に挑戦する環境を整備。

技術検討会の目的

開催日時：令和２年１月２９日（水）１０：３０～１７：００ ※１月３０日は、現地研修（渡良瀬遊水池等関東地整管内）
開催場所：三田共用会議所
発表議題：河川 １４議題 ダム １６議題 参加者： 約１８０人

令和元年度の開催概要

首都圏外郭水路

令和元年度の表彰結果

河川管理部門発表 ダム管理部門発表

【最優秀賞】

部門 組織名 発表者氏名 発表議題

河川管理 中部地整 中原
なかはら

　勇希
ゆうき

公募型河道内樹木伐採について

ダム管理 水機構 田村
たむら

　和則
かずのり ダム防災操作能力向上！　実践型シミュ

レータの運用

【優秀賞】

部門 組織名 発表者氏名 発表議題

河川管理 四国地整 小田
おだ　

　友之
ともゆき 360°カメラによる樋門等の操作負担軽減

に向けた取組み

河川管理
北海道
開発局 宮下

みやした

　綾太
りょうた VRを用いた河川巡視の効率化・高度化に関

わる検討

河川管理 大分県 米田
よねだ

　光
ひかる

中江川・中川における放置艇対策について

ダム管理 中部地整 下和田
しもわだ

　瞭
りょう

異常洪水時防災操作実施時の対応と課題

ダム管理 東北地整 五日市
いつかいち

　清香
さやか 管理ダムの機械遺産認定及びジャパン・ツーリズム・

アワード入賞による広報等の展開について

ダム管理 神奈川県 泉田
いずみた

　剛
つよ し

城山ダムの洪水調節と情報伝達について

【奨励賞】

部門 組織名 発表者氏名 発表議題

河川管理 新潟県 山川
やまかわ

　雄太郎
ゆうたろう 堤防等河川管理施設及び河道の点検評価

についての職員研修の取り組み

河川管理 関東地整 徳益
とくえき

　啓祐
けいすけ

排水機場における異質な不具合と対応

河川管理 中国地整 今井
いまい

　洋介
ようすけ 再繁茂を抑制する竹林管理技術の検討に

ついて

ダム管理
北海道
開発局 矢野

やの

　雅昭
まさあき 自治体と連携した異常洪水時防災操作を踏

まえた防災訓練

ダム管理 山形県 藤原
ふじはら

　宗幸
むねゆき

荒沢ダムにおける流木処理について

ダム管理 中国地整 木村
きむら

　真二
しんじ 平成３０年７月豪⾬における⼋田原ダムに

よる特別防災操作について

河川・ダム全国河川・ダム管理技術検討会
(4)-1）



下水道ストックマネジメント勉強会

勉強会の開催状況

• 各ブロックの代表の都道府県が参加

• 各ブロック代表の優良事例の共有

• 課題解決の検討や最新情報等の提供

• ｽﾄｯｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄに関する要望の整理

全国
同好会

本省
都道府県

• 6ブロック（北海道東北、関東、北陸中部、近畿、

中国四国、九州沖縄）で開催

• 各県の優良事例を紹介・代表事例の選定

• 課題や問題等に関する意見交換

各ブロック
同好会
地方整備局
都道府県
（本省）

• 市町村を対象に都道府県単位で開催

• 地域の特色を活かしたｽﾄﾏﾈの学習

• 好事例の積極的な発掘

• 日常業務での課題等の提案

勉強会
都道府県
市町村

（地方整備局）

①
好
事
例
や
要
望
及
び
課
題
の
提
案

○ 下水道ストックマネジメントに関する勉強会

②
好
事
例
や
課
題
の
解
決
策
、
最
新
情
報
の
水
平
展
開

下水道
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(4)-1）

○ 福島県の取組（県が自ら市町村に出向いての勉強会）を参考に、都道府県、国（地方整備局）がストックマネジメン
トに関して一緒に学習しながら、意見交換や情報共有等を通して関係者全員でストックマネジメントのレベルアップ
を図るため、都道府県で開催する「ストックマネジメント勉強会」を平成28年度から実施。

○ 令和元年度は35の都道府県で勉強会を開催するとともに、６つの地方ブロックに分けて意見交換などを実施。

○ 勉強会の継続開催により、ストックマネジメントの知見を深めつつ、好事例の発掘や水平展開の場など活用の幅を
広げて、ブロック単位や全国規模での開催に発展させ、全地方公共団体において早期の実践に繋げる。



港湾施設維持管理研修

○概要：維持管理を担当する港湾管理者及び国の職員を対象に、維持管理制度、
施設マネジメント及び港湾施設の維持管理に関する実務的事項（点検診断、
維持補修工事、維持管理計画等）について研修を実施

○開催時期：令和元年度は、基礎編1回（5月8～9日）、
応用編2回（5月27日～29日、9月18日～20日）開催。

○開催場所：国土技術政策総合研修所（横須賀第二庁舎）

○講習内容：（１） 維持管理に関する制度と概論
（２） 施設点検診断，点検診断実習・討議、維持補修工事
（３） 維持管理計画の策定、劣化予測と総合評価
（４） ライフサイクルコスト算定プログラムの演習 等

港湾施設の維持管理に係る研修の充実

講義

討論

実習

研修の様子

※令和２年度においても、計３回の開催を予定しており、新たに港湾の施設の点検診断及び維持管理計画
策定ガイドラインの参考資料や、新技術を活用した点検診断について講義を行う予定。

港湾
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(4)-1）

○ 維持管理を担当する港湾管理者及び国の職員を対象に、維持管理制度、施設マネジメント及び港
湾施設の維持管理に関する実務的事項（点検診断、維持補修工事、維持管理計画等）について研
修を実施。

○ 令和２年度においては、新たに港湾の施設の点検診断及び維持管理計画策定ガイドラインの参考
資料や、新技術を活用した点検診断について講義を行う予定。



開催時の主な内容

【基調講演】
（空港の維持管理のあり方について）

東洋大学理工学部
都市環境デザイン科 福手教授

【主な研修内容】
空港施設メンテナンスの特徴
本格的なＰＤＣＡサイクルへの移行
計画的な維持管理・更新
点検基準などの見直し
新技術開発の状況
職員の技術力の向上
地方公共団体への支援

【空港における現場研修】

課題 回答等

巡回点検において、土木職員が少なく実施に苦慮
している。他空港における実施体制を知りたい。

国管理空港及び地方管理空港の
巡回点検の事例を紹介。

基本施設係る新技術及び材料等があれば、情報の
提供をお願いしたい。

今年度より配信している「空港土木
施設メンテかわら版」等を用い、積
極的に情報提供をする。

直営施工を想定した「ひび割れ注入工法」等の補
修方法、補修材料について、実技演習を行ってほし
い。

国管理空港において使用実績のあ
る材料を紹介し、ひび割れ補修材
注入の実演を実施。

【質疑応答】 地方管理空港での課題

空港施設メンテナンスブロック会議

赤外線カメラの実施状況打音調査の実施状況 ひび割れ補修剤注入を実演

○ 現地に専門知識のある職員がいない。人事異動により技術力が向上しない。
○ 新技術について、情報は入るが、現場で見る機会が少ない。

【会議後のアンケート結果】
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○目 的
地方公共団体が管理する空港の維持管理を着実に実施するため、国と地方公共団体等が相互に施設の点検等の情報を共有するとともに、

維持管理に係る課題解決に向けた連携・支援を推進することを目的として、平成２７年度に『空港施設メンテナンスブロック会議』を設立。

○H２７ 第１回 開催地；羽田空港 ○H２８ 第２回 開催地 ： 福島空港、神戸空港 ○H29 第３回 開催地：帯広空港、山口宇部空港
○H３０ 第４回 開催地：青森空港、佐賀空港 ○R1 第５回 開催地：秋田空港、那覇空港 ○R2 第６回 開催予定地 未定

(4)-1）
空港



岐阜県の社会基盤メンテナンスエキスパート（ME)
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横断的な取組

出典：岐阜県HPhttps://www.pref.gifu.lg.jp/shakai-kiban/doro/doro-iji/11657/maintenance-expert.data/R2_ME.pdf

(4)-1）

○ 岐阜県では、社会資本の維持管理技術を取得し、発注者・受注者の立場を超え、確固たる高度な
技術をもって、地域に密着した貢献をすることにより、健全な社会資本整備を基に安全・安心な県
民の暮らしを下支えする技術者集団として、メンテナンスエキスパート（ME）制度を導入。



45

〇 総務省が技術職員の充実に関する取組を今年度より実施。
〇 総務省と連携し、自治体職員が国土交通省の研修を受講することにより技術力を高めるよう、自治体に周知。

出典：総務省

横断的
な取組

(4)-2）

技術職員の充実による市町村支援・中長期派遣体制の強化 再掲
総務省に
よる措置



点検技術者の質の確保
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道路
(4)-3）

○ 定期点検要領の改定、民間登録資格（点検・診断）の増加を背景に、点検技術者が備えるべ
き知識や技術を明確にし、適切な措置に必要な診断を確実に実施できる体制を整備。



会員の規模も拡大し、活動が本格化

・我が国企業の海外展開支援

ベストプラクティスの全国展開「インフラメンテナンス大賞」

革新的技術の開発と実装の加速 民間企業のノウハウ活用

産学官民の技術や知恵を総動員するプラットフォームである「インフラメンテナンス国民会議」の取組を推進

メンテナンス産業

多様な産業分野

建設関連産業

解決策
の提案

課題の
共有

施設管理者

連携

取組の活性化

民間企業の
ﾉｳﾊｳ活用

技術連携
の後押し

・自治体の議論の活性化

⇒ 新たな取組を進める自治体・民間企業の課題解決等を支援

海外市場の拡大新たな
市場展開

・新技術の試行

■新技術導入研究・意見交換会（品川区）

■点検診断一
貫システムの
試行

■下水圧送管
路の効率的な
調査方法の試
行

新技術実装
の後押し

■海外市場展開フォーラム設立総会

インフラメンテナンス国民会議
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横断的な取組
(4)-5）

○ 老朽化が進むインフラを計画的に維持管理・更新するためには、予防保全への転換による費用
の平準化・縮減や新技術・データ活用による作業の省人化・効率化を図っていくことが必要。

○ インフラメンテナンスサイクルのあらゆる段階において、多様な産業の技術や民間のノウハウを
活用し、メンテンス産業の生産性を向上させ、メンテナンス産業を育成・拡大することで、持続的･
効率的なインフラメンテナンスを実現。



「インフラメンテナンス国民会議」の地方展開

【北海道ブロック】
H３０.３.２３設立
（フォーラムリーダー）

北海道大学 横田 弘

【東北ブロック】
H３０.４.２７設立
（フォーラムリーダー）

東北学院大学 石川 雅美

【北陸ブロック】
H３０.３．２６設立
（フォーラムリーダー）

長岡技術科学大学 丸山 久一

【中国ブロック】
H３０.３．２７設立
（フォーラムリーダー）

広島大学 藤井 堅

【九州ブロック】
H３０.１．１７設立
（フォーラムリーダー）

大分工業高等専門学校
日野 伸一

【近畿ブロック】
H２８.１２．１５設立
（フォーラムリーダー）

（一社）国土政策研究会
片岡 信之

【沖縄ブロック】
H３０.３．５設立
（フォーラムリーダー）

琉球大学 有住 康則

【中部ブロック】
H３０.１．２６設立
（フォーラムリーダー）

玉野総合コンサルタント
原田 和樹

【関東ブロック】
H３０.３．２９設立
（フォーラムリーダー）

首都大学東京 村越 潤【四国ブロック】
H２９.１２．２６設立
（フォーラムリーダー）

愛媛大学 矢田部 龍一

48

横断的な取組
(4)-5）

○ 地方自治体（ニーズ）と民間（シーズ）のマッチング等を行うため、地方フォーラムを展開。
○ 全国10ブロックにおいて地方フォーラムが設立され、平成30年度より各フォーラムで取組を展開。



インフラメンテナンス大賞の概要

・第２回：２０５件の中から３２件の受賞者を決定

開催実績

インフラメンテナンス大賞

・第１回：２４８件の中から２８件の受賞者を決定

・第３回：２５５件の中から３２件の受賞者を決定、令和元年１１月７日に表彰式を実施
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メンテナンス実施現場における工夫部門

保線におけるIoT技術の実用化とメンテナンスへの応用
（東日本旅客鉄道株式会社）

モニタリングシステムのパッケージ化

技術開発部門

下水道圧送管路における硫酸腐食箇所の効率的な調査技術
（株式会社 クボタ）

調査実施状況圧送管路腐食調査機器

ベストプラクティス
の紹介・展開

（国土交通大臣賞・総務大臣賞・
文部科学大臣賞・厚生労働大臣賞・
農林水産大臣賞・経済産業大臣賞・
防衛大臣賞。
各部門ごとに最大1件（計最大２１件）
このほかに情報通信技術の優れた
活用に関する総務大臣賞1件）

各大臣賞

軌道変位 軌道材料

クラウド モニタリングセンター 現場

ਸ਼
گ

ॖ
থ
ই
ছ
ও
থ
ॸ
ॼ
থ
५
প
ೖ

ব
ଅ
ઐ
ৢ
প
෦
ೖ

モニタリング装置

１ 主催者
国土交通省、総務省、文部科学省、厚生労働省、

農林水産省、経済産業省、防衛省

２ 表彰対象

インフラメンテナンスにかかる特に優れた取組・技術開発

ア）メンテナンス実施現場における工夫部門

イ）メンテナンスを支える活動部門

ウ）技術開発部門

３ 表彰の種類
国土交通他６大臣賞 ／特別賞／優秀賞

（※経済産業大臣賞は第４回より設定）

優秀賞

特別賞

※

（大臣賞に準ずるものを
審査委員が選定。
7件程度）

(最大21件程度)

⇒インフラメンテナンスに関わる事業者、団体、研究者等の取組を促進

横断的な取組
(4)-5）
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○ 国民へのメンテナンスの理念の普及、ベストプラクティスの幅広い展開を図るため、国内のイ
ンフラメンテナンスに係る優れた取組や技術開発を表彰する「インフラメンテナンス大賞」を創
設し、これまでに表彰を３回実施。
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各分野における取組状況

（５）新技術の活用
①情報収集・マッチング
②技術の評価
③実装
④環境整備
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①目的

新技術の活用は、業務の効率化や創意工夫によるコスト縮減などの効果が期待できること
もあり、人材や財源に課題を持つ自治体にとって有効な手段の一つとなる。メンテナンス分
野において、新技術は一部の自治体で導入されているものの、導入が十分に進んでいると
いう状況にはなっていない。

本ワーキングでは、自治体が新技術を活用する上での課題を検討し、自治体の新技術導入促進につ
なげていく。

②メンバー
座長 梶浦 敏範 （一社）日本経済団体連合会

デジタルエコノミー推進委員会 企画部会長代行
委員 伊勢 勝巳 東日本旅客鉄道株式会社 常務執行役員

岩佐 宏一 公益社団法人日本ファシリティマネジメント協会
調査研究委員会 インフラマネジメント研究部会 副部会長

オブザーバー 植野 芳彦 富山市 政策参与 （五十音順、敬称略）

社会資本メンテナンス戦略小委員会 新技術導入促進WG

○ 新技術導入促進WGでは、新技術の活用によるインフラメンテナンス分野での業務の効率化
や創意工夫によるコスト縮減などを促すことを念頭に、新技術導入にあたり行っている取り組
みを整理し、自治体が新技術を活用する上での課題を検討。

○ 令和２年２月12日に第１回を、同６月３日に第２回を開催。

横断的な取組
(5)
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第１回
令和２年
２月12日

・ワーキンググループの概要
・社会資本の老朽化を取り巻く現状と新技術導入の必要性
・新技術導入に関する現状と課題

第２回
令和２年
６月３日

・現状の取組と今後の方向性

次回以降
・自治体側のニーズを把握できる仕組みの検討
・実装に至らなかった事例を収集して課題の分析 等

③議事概要

開
催
済
み

今
後
の
予
定

※ただし、議事については、今後変更する可能性がある。

横断的な取組
(5)

社会資本メンテナンス戦略小委員会 新技術導入促進WG
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＜委員名簿＞

＜インフラメンテナンスにおける新技術活用に係る議事の概要＞

令和２年４月に開催された規制改革推進会議において成長戦略ワーキング・グループはインフラメ
ンテナンスにおける新技術・データ利活用に向けた意見を提出。意見には、インフラ所管省庁は、所
管施設に関し、新技術導入につながる取組について実施を検討し、検討結果及び取組スケジュール
を公表する旨記載。

座 長
大橋 弘 東京大学公共政策大学院副院長

委 員
菅原 晶子 公益社団法人経済同友会常務理事
髙橋 滋 法政大学法学部教授
武井 一浩 西村あさひ法律事務所弁護士（パートナー）
谷口 綾子 筑波大学システム情報系教授

専門委員
落合 孝文 渥美坂井法律事務所・外国法共同事業パートナー弁護士
玉城 絵美 H2L, Inc., 創業者、早稲田大学創造理工学研究科特任准教授
村上 文洋 株式会社三菱総合研究所デジタル・イノベー ション本部ICT・メディア戦略グループ主席研究員

規制改革推進会議 成長戦略ワーキング・グループ

○ 規制改革推進会議は、内閣総理大臣の諮問に応じ、経済社会の構造改革を進める上で必要
な規制の在り方の改革に関する基本的事項を総合的に調査・審議するため設置。

○ 成長戦略ワーキング・グループは、規制改革推進会議の下に令和元年10月に設置され、審
議項目の一つとして、デジタル技術の進展を踏まえた規制の総点検を実施中。

横断的な取組
(5)



＜実施すべき事項＞

長寿命化計画（行動計画）を策定し、かつ、インフラ施設を所管する国土交通省、厚生労働省、農林水産省、経済産業
省は、所管する各インフラ施設（別添参照）に関し、以下の①～⑦について、現状を把握の上、事業の特性に応じて実施
を検討し、検討結果及び取組スケジュールを公表する。
① 点検要領等において、新技術による代替が可能であることを明確に記載する。その際、ドローンや水中ロボット、走行

型計測車両、赤外線照射装置、画像解析装置等の利用可能な新技術についてできるだけ具体的に記載する。
② 目視や打音等の人による点検を代替し得る技術について、活用を判断する考え方の整理を進めるとともに、技術の進

展に応じて数値等による性能基準の設定を目指す。
③ 基準を満たした技術をカタログ等に掲載し、掲載技術については基本的に点検に採用できるものとして、その旨点検

要領等に記載する。
④ 新技術を活用した具体的な点検方法や活用事例、新技術の活用を前提とした発注仕様書の例をガイドラインや事例

集として、取りまとめる。特に、航空分野においては、『空港内の施設の維持管理指針』で定める維持管理の方法に
ついて、「維持管理・更新計画書 作成基本案」に新技術の具体的な活用事例を示す。港湾分野においては、『点検診
断の効率化に向けた工夫事例集（案）』において新技術の具体的な活用事例を示す。

⑤ 施設の諸元情報・点検結果等に係るデータについて、データベースを構築する。その際、データの活用を念頭に置い
た上での登録項目やデータ形式の設定、関係者間でデータ共有可能な仕組みの検討を行う。特に、港湾分野におい
ては、「維持管理情報データベース」において、維持管理に利用している技術に係る情報についても登録を可能とす
る。

⑥ 国直轄管理の施設について、新技術を用いた点検を行い、技術の有効性を実証する。
⑦ 上記①～⑥の取組について地方自治体・事業者への周知及び意見交換を徹底する。また、地方自治体を含む各イン

フラ所管部局に横串を刺すような意見交換を行うことのできる場を設ける。

規制改革推進会議 成長戦略ワーキング・グループ
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第４回規制改革推進会議（令和２年４月13日開催）資料２「インフラメンテナンスにおける新技術・
データ利活用に向けた意見」より抜粋。

横断的な取組
(5)



＜委員名簿＞

＜インフラメンテナンスにおける新技術活用に係る議事の概要＞

令和２年５月に開催されたシステムＷＧにおいて、国土交通省は、システムＷＧから求められた
テーマとして防災・減災対策、新技術の活用を含むインフラ老朽化対策等について発表。その中で、
「予防保全型」のメンテナンスへの転換に加えて、新技術を活用した点検の高度化・効率化を推進し
トータルコストの縮減・平準化を図る旨を説明。

主 査
柳川 範之 東京大学大学院経済学研究科教授
牧野 光朗 長野県飯田市長

主査代理
羽藤 英二 東京大学大学院工学系研究科教授

委 員
赤井 伸郎 大阪大学大学院国際公共政策研究科教授
大橋 弘 東京大学大学院経済学研究科教授
佐藤 主光 一橋大学経済学研究科・政策大学院教授
石川 良文 南山大学総合政策学部教授

経済財政諮問会議 経済・財政一体改革推進委員会 国と地方のシステムワーキング・グループ

55

○ 経済財政諮問会議は、内閣総理大臣の諮問に応じ、経済全般の運営の基本方針や予算編
成の基本方針などの経済財政政策に関する重要事項について調査審議するために設置。

○ 経済財政諮問会議の下に専門調査会として経済・財政一体改革推進委員会が設置され、そ
の下に国と地方のシステムワーキング・グループが設置。

(5)
横断的な取組



予防保全に基づく持続可能なインフラ管理の実現①

約25% 約20%

約32%

約4%

約17%

約39%

約27%

約42%

約8%

約32%

約63%

約42%

約62%

約21%

約58%

2018年3月 2023年3月 2033年3月

道路橋 トンネル
河川管理施設
（水門等）

下水道管きょ 港湾岸壁

○ 今後、建設後50年以上経過する社会資本の施設の割合が加速度
的に増加。

深刻化するインフラの老朽化

【将来の維持管理・更新費用の推計】

メンテナンスコストの増大

約5.2兆円

（事後保全）
約12.3兆円

（予防保全）
約6.5兆円

約５割縮減

2018年度 30年後（2048年度）

約1.3倍増加

【建設後50年以上経過する施設】

約2.4倍増加

○ 今後の維持管理・更新を「事後
保全」により行った場合、30年後、
その費用は約2.4倍増加。

○ 「予防保全」に転換した場合、30
年後の維持管理・更新費は約1.3
倍増加。

○ 「予防保全」により行った場合、
「事後保全」と比較して、その費用
は約５割縮減。

早期に対策が必要なインフラの現状（道路分野の例）

※１ 施設数は、国、高速道路会社、地方公共団体等の合計
※２ （ ）内は、平成30年度末時点管理施設のうち点検の対象となる施設数（平成30年度末時点で診断中の施設を除く）
※３ 四捨五入の関係で合計値が100%にならない場合がある。

【橋梁･トンネル･道路附属物等の判定区分の割合】

橋の裏側の鉄筋露出 橋脚洗掘
【橋梁の損傷事例】

判定区分Ⅳ判定区分Ⅲ

41%

2%

32%

49%

56%

53%

10%

41%

15%

0.1%

0.6%

0.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

橋梁
(716,466)

トンネル
(10,645)

道路附属物等
(39,678)

Ⅰ（健全） Ⅱ（予防保全段階） Ⅲ（早期措置段階） Ⅳ（緊急措置段階）

○ 橋梁については、約72万橋あるもののうち、早急に修繕等の対応が必要
なものだけでも約10％の約7万橋。そのうち地方公共団体における修繕の着
手率は約20%にとどまっている。

第２３回
国と地方のシステムＷＧ
国土交通省説明資料

横断的な取組
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○ 高度経済成長期以降に整備された社会資本の老朽化が加速度的に進行。例えば、橋梁では早急に修繕等
の対策が必要なものだけでも約10%の約7万橋あるなど、緊急的に対応が必要なインフラが多数存在。

○ 社会経済活動や国民の安全・安心の確保の基盤となるインフラに対し、その機能に支障が生じる前に対策を
行う「予防保全」型のインフラメンテナンスへ本格的に転換することにより、トータルコストの縮減・平準化が不
可欠。

(5)



予防保全に基づく持続可能なインフラ管理の実現②

市町村における職員数と土木費の推移各分野における早期に対策が必要な施設数

分野※２ 点検対象施設数※３ うち 要緊急対策施設数

道
路

橋梁 717,391施設（H31.3.31） 69,051施設（H31.3.31）

トンネル 10,718施設（H31.3.31） 4,416施設（H31.3.31）

道路附属物等 39,873施設（H31.3.31） 6,062施設（H31.3.31）

河川※４
堤防：約14,300km

樋門・樋管、水門：約8,500施設
（R2.3.31）

堤防：約3,600km 
樋門・樋管、水門：約1,800施設

（R2.3.31）

砂防
砂防設備：約83,000基

地すべり・急傾斜：約37,000区域
（R2.3.31）

砂防設備：約3,000基
地すべり・急傾斜：約6,000区域

（R2.3.31）

海岸（海岸堤防等） 約5,900km（H31.3.31） 約780km（H31.3.31）

下水道（管路施設） 4,274km（H31.3.31） 11.6km（H31.3.31）

港湾 58,839施設（Ｈ31.3.31） 10,178施設（Ｈ31.3.31）

空港（土木施設※５） 80空港（Ｈ31.3.31） ７空港（Ｈ31.3.31）

航路標識 2,400施設（Ｈ31.3.31） 267施設（Ｈ31.3.31）

公園 86,662施設（Ｈ31.3.31） 21,480施設（Ｈ31.3.31）

公営住宅 2,162,484戸(H31.3.31) 1,150,506戸(H31.3.31)

官庁施設 9,283施設(H31.4.1) 743件※6（R1.8.20)

※１：各施設数は括弧内の時点の数字 ※４：点検対象施設数、要緊急対策施設数は直轄施設のみ
※２：要緊急対策施設がない分野は除く ※５：空港土木施設（幹線排水、共同溝、地下道、橋梁、護岸）
※３：点検対象施設数には点検未了のものも含む ※６：老朽を理由とした修繕計画のうち、緊急を要すると判定された計画の件数

※１：地方公共団体定員管理調査結果より国土交通省作成。なお、一般行政部門の職員を集計の対象としている。また市町村としているが、特別区を含む。

（地方財政統計年報より国土交通省作成）

※１

市町村全体では約10%減少

673,841人
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17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

市町村における職員数の推移(市町村全体、土木部門)

市町村における土木部門の職員数（左軸） 市町村全体の職員数（右軸）

（千人） （千人）

うち土木部門は
約14％減少

90,788人

105,187人

750,329人

平成17年度

0

2

4

6

8

10

12

14
市町村における土木費の推移

11兆4973億円 ６兆6338億円
（H5年度比 約58%）

６兆465億円
（H5年度比 約53%）

(兆円) 市町村における土木費の推移

第２３回
国と地方のシステムＷＧ
国土交通省説明資料

横断的な取組
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○ 各分野においても、「予防保全」型のインフラメンテナンスに転換するために、早期に措置が必要な施設
が多数存在。

○ 多くのインフラを管理する市町村では、土木部門の職員数が減少傾向にあり、また、土木費は平成5年度
と比較して約半分に減少している状況。

○ 地方公共団体等が、老朽化対策を計画的・効率的に実施するための支援が必要。

(5)



地方公共団体等への支援 ～財政的支援（防災・安全交付金）～

令和２年度予算 1兆 388億円

＜インフラ長寿命化計画を踏まえた対策（イメージ）＞
※臨時・特別の措置（令和２年度：2,541億円）を含む。

第２３回
国と地方のシステムＷＧ
国土交通省説明資料
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○ 長寿命化計画の策定を防災・安全交付金による老朽化対策の支援要件とし、地方公共団体
による計画的・効率的な老朽化対策を支援。

(5) 横断的な
取組



○ 道路の点検結果を踏まえ策定される長寿命化修繕計画に基づき実施される道路メンテナンス
事業（橋梁、トンネル等の修繕、更新等）に対し、計画的かつ集中的な支援を可能とする個別
補助制度を創設。

道路の橋梁等の老朽化対策にかかる個別補助制度（道路メンテナンス事業補助制度）の創設

■ 道路メンテナンス事業補助制度の創設
○ 概要

道路メンテナンス事業

地方公共団体が管理する橋梁、トンネル等が対象
高度経済成長期に整備した道路施設の老朽化が急激に進んでおり、

例えば橋梁では、建設後50年経過する橋梁の割合が、現在は25％で
あり、10年後には50％に急増する。
平成26年度から平成30年度までの一巡目の点検において、次回点検
までに措置を講ずべき橋梁は、全体の約1割（約7万橋）存在する。

このうち、点検結果を踏まえて平成30年度までに修繕に着手した橋
梁は、地方公共団体管理で20％にとどまっており、措置が遅れている
状況となっている。これらに対して、早急に対策を実施できるよう地方
に対して計画的かつ集中的に支援を行う必要がある。

橋梁の例

長寿命化修繕計画

地方公共団体は、長寿命化修繕計画（個別施設計画）を策定・公表
橋梁、トンネル、道路附属物等の個別施設毎に記載された計画に位
置づけられた事業を支援

○○市

橋梁
長寿命化修繕計画
【個別施設計画】

記載内容
・施設名 ・延長
・判定区分
・点検・修繕実施年度
・修繕内容 ・対策費用 等

○○市

トンネル
長寿命化修繕計画
【個別施設計画】

記載内容
・施設名 ・延長
・判定区分
・点検・修繕実施年度
・修繕内容 ・対策費用 等

○○市

道路附属物等
長寿命化修繕計画
【個別施設計画】

記載内容
・施設名 ・延長
・判定区分
・点検・修繕実施年度
・修繕内容 ・対策費用 等

損傷状況（鉄筋露出）

（国庫債務負担行為を可能とし、効率的な施工（発注）の実施と工事の平準化を図る。）

修繕の様子（断面修復）

トンネルの例

損傷状況（うき・漏水）

修繕の様子（剥落対策）

令和２年度予算：3,857億円（事業費）
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道路 再掲
第２３回 国と地方
のシステムＷＧ国土
交通省説明資料
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○ 地方公共団体が実施する大規模施設（水門、排水機場、砂防堰堤等）の更新・改良に対し、
計画的かつ集中的な支援を可能とする個別補助制度を創設。

地方公共団体が管理する排水機場、砂防堰堤、水門、雨水
ポンプ場等が対象。

○地方公共団体は、長寿命化計画（個別施設計画）を策定

〇水門、砂防堰堤等の個別施設毎に記載された計画に位置付けられ
た事業を支援

■大規模更新事業等の創設

高度経済成長期等に整備してきた施設の多くが、供用後５０年以上
経過し老朽化が進行しており、今後さらに増加する見込み

これまでも防災・安全交付金によって、都道府県等が行う老朽化対策
を支援してきたところであるが、個別補助制度によって、より計画的か
つ集中的に予算措置を講じることにより、都道府県等が着実な維持管
理・更新に取り組んでいけるよう支援が必要。

水門

下水道施設（雨水ポンプ場）

【排水ポンプ設備更新の例】

ポンプ設備更新 海岸保全施設（水門）

砂防施設（砂防堰堤）

【その他の施設例】

大規模更新事業等

排水機場

水門等の老朽化対策にかかる個別補助制度（大規模更新事業等）の創設

令和２年度予算：308億円（事業費）の内数
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河川
第２３回
国と地方のシステムＷＧ
国土交通省説明資料

再掲
(5)



桟橋上部工下面の点検診断ロボット

・我が国企業の海外展開支援

革新的技術の開発と実装の加速 民間企業のノウハウ活用

メンテナンス産業

多様な産業分野

建設関連産業

解決策
の提案

課題の
共有

施設管理者

連携

民間企業の
ﾉｳﾊｳ活用

技術連携
の後押し

・新技術の試行

■新技術導入研究・意見交換会（品川区）

新技術実装
の後押し

効率的なインフラメンテナンスの実施に向けた取組 ～新技術の導入促進～

道路橋の損傷写真を撮影するカメラを搭載したドローン

インフラメンテナンス国民会議
産学官民の技術や知恵を総動員するプラットフォームである「インフラメンテナンス国民会議」において、新たな取組を進める自治体・民間企業の課題解決等を支援

新技術を活用した点検の高度化・効率化

下水道管路の欠陥を画像認識技術により
自動検出するロボット

■下水圧送管路
の効率的な調
査方法の試行

・新技術導入に向けた自治体の
議論の活性化

横断的
な取組

第２３回
国と地方のシステムＷＧ
国土交通省説明資料

(5)
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○ 「予防保全」型のインフラメンテナンスへの転換に加え、新技術を活用した点検の高度化・効
率化を推進し、メンテナンスに係るトータルコストの縮減・平準化を図る。

○ また、新技術の発信と社会実装を目的として、産学官民が情報交換を行う「インフラメンテナン
ス国民会議」等を活用し、新技術の導入促進を図る。



企業マッチングや現場試行

セミナー・シンポジウム等

技術開発の進んできた道路路面性状の効率的把握技術について、
現場での実践事例の紹介と技術比較を行うセミナーを開催

参加者：約400名（本会場 約150名、サテライト会場 約100名、
ウェブセミナー 約150名）

■道路舗装診断の地方公共団体現場における実践事例セミナー

■AI時代のインフラメンテナンスとビッグデータのあり方セミナー
参加者：約500名（Webセミナーを含む）

〈テーマ〉 陸上・水中レーザードローン

ＩｏＴの活用、ビックデータの活用 など

・ ２００ｍ間の河川の形状が不明
・ 現在のドローン測量では植生下

は×
・ 航空レーザー測量はコスト大

課題
・ 航空レーザー測量システムを

超小型化し、ドローンに搭載
・ グリーンレーザーにより水中

も測量
・ 低空からの高密度測量

面的連続データによる河川管理へ
ドローン

グリーンレーザーは
水中を透過する

ピッチイベント・フォーラム等

■ 企業マッチング（企業の連携、技術の融合）

■ 現場試行等

カメラによる舗装ひび
割れ解析技術を試行し、
約30kmの解析を実施

路面性状把握技術

ひび割れ率≧４０％:
ひび割れ率≧２０％:
ひび割れ率＜２０％:

富士通交通・道路データサービス

×

東芝インフラシステムズ

×

非破壊かつ、スピー
ディーに腐朽診断が
可能な技術を試行

下水道本管から取付管を
調査するTVカメラシステム

を試行

樹木管理技術

下水道点検調査技術

×

×

インクリメントP

路面性状把握技術の海外展開

海外での技術適応性評価と
新たな道路関連情報サービ
スの実現を目指し「舗装劣化
状況把握技術の実証実験」
をタイで実施

解析結果

インフラメンテナンス国民会議 技術マッチングに関する取組概要 横断的な取組
(5)-①-1）
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○ 施設管理者のニーズや課題に対し、ピッチイベント・フォーラム等により解決のシーズ技術を
掘り起こし、オープンイノベーションにより技術開発を促進。

○ 技術開発にあたり企業マッチングや現場試行等をコーディネート。
○ セミナー等の技術紹介等を通じ、開発した技術の社会実装を後押し。

(5)-①-2）



国による新技術導入に係る取組 NETIS（新技術情報提供システム）

民間事業者等により開発された新技術について、NETISへの登
録 を拡大することで、自治体発注者、設計コンサルタントや建設
業者に広く周知を図ることができる。
NETISには、維持管理に資する新技術も登録されている。

NETISへの登録 NETIS登録・活用によるメリット
《開発者：登録のメリット》
NETISに登録すると、活用検討機会の増加、新技術活用時に
効果等を調査、事後評価で技術改善のヒントが得られる等、
技術のスパイラルアップにつながる。
《施工者：活用のメリット》
試行申請型（請負契約締結後提案の場合）及び施工者希
望型により施工者が新技術の活用を提案し、実際に工事で活
用された場合は、活用の効果に応じて工事成績評定での加点
対象となる

テーマ設定型（技術公募）による技術比較表作成
• 現場ニーズに基づき設定した技術テーマに対して応募のあった技術

について、同一条件下での現場実証等を実施
• 現場実証等の結果に基づき、発注者が技術選定に活用するため

の技術比較表を作成、

<参考>技術比較表（路面性状を簡易に把握可能な技術）

(5)-①-3）
横断的な取組
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○ NETIS（新技術情報提供システム）への登録拡大を行うことで、新技術の活用を促進。
○ NETIS登録された新技術を活用することによる工事成績のインセンティブ等の付与。
○ テーマ設定型（技術公募）により技術比較表を作成し、新技術の選定を支援。



２巡目の点検方法見直し

64

○ 定期点検要領を改定し、「近接目視により把握するか、自らの近接目視によるときと同等の健
全性の診断を行うと判断した方法により把握しなければならない。」を追加し、定期点検にお
ける近接目視を補完、代替、充実する新技術の現場導入を積極的に推進。

(5)-②-1）
道路 再掲



今後の点検方法の開発

65

○ 今後の点検方法の開発については、広く公募を行うことで、新技術を活用した点検・診断技術の開
発、計測・モニタリング技術の検証を進め、近接目視によらない点検方法をベストミックス。

(5)-②-1）
道路 再掲



革新的河川技術プロジェクト

フェーズ２：開発チームの結成・事業計画書作成

フェーズ３：機器開発・フィールド調整

フェーズ４：現場実証

フェーズ５：実装化（現場への導入等）

① ピッチイベント※に参加する企業等の選定

② ピッチイベントの実施

③ 開発チームを結成

④ 事業計画書作成

※技術開発アイデアの想起や新たなビジネスパートナーの
マッチング等の誘発を図るイベント

フェーズ１：参加企業等の募集 官主導オープンイノベーション

我が社の技術を
活用できないか

コラボ技術を
提案します

凹凸株式会社 株式会社凸凹

各企業等が持つ要素技術の
プレゼンテーション

আ
⑁
ॳ
ॖ
ঋ
থ
ॺ

チームの
結成

お見合いの場
（企業等のマッチングイベント）

第１弾 危機管理型水位計

プロジェクトの
開発機器

第２弾 危機管理型水位計(寒冷地)

第３弾 簡易型河川監視カメラ

第４弾 流量観測の無人化・自動化

全天候型ドローン

陸上・水中レーザドローン

NEW!

66

河川

○ 企業等が持つ先端技術を現場に速やかに導入することを目的とした、官民連携プロジェクト
（「革新的河川技術プロジェクト」）。オープンイノベーション型技術開発により、河川行政にお
ける技術課題や政策課題の解決を図る。

(5)-②-1）



革新的河川技術プロジェクト第１・２弾 （危機管理型水位計／ 全天候型ドローン／ 陸上・水中レーザドローン）

67

河川

○ 国土交通省が、革新的河川技術プロジェクト(第１・２弾)として、平成31年3月までに危険管理
型水位計、全天候型ドローン、陸上・水中レーザドローンを開発。

(5)-②-1）



屋外に容易に設置
無線式の場合は電源・通信ケーブルの確保
不要）

機能を限定しコストを低減
ズームや首振り機能は削除。機器本体価
格は、３０万円/台程度

インターネットを経由して画像を収集
簡易型水位計のデータと併せて一般に提供
を予定。

【 特 徴 】

従来型との比較配信イメージ 68
※支柱など設置にかかる費用除く

革新的河川技術プロジェクト第3弾 簡易型河川監視カメラ （平成31年3月開発完了）

○ 国土交通省が、革新的河川技術プロジェクト(第３弾)として開発。（平成30年3月募集開始、平
成31年3月開発完了）

○ 全国で約3700箇所に設置予定。（令和2年度完了予定）

○ 氾濫の危険性が高く、人家や重要施設のある箇所に「簡易型河川監視カメラ」を設置し、河川
状況を確認することで、従来の水位情報に加え、リアリティーのある洪水状況を画像として住
民と共有し、適切な避難判断を促す。

(5)-②-1）
河川



革新的河川技術プロジェクト第4弾 流量観測の無人化・高度化（平成31年1月開始）

■課題

■現状（浮子観測）

電波流速計測法

■流量観測の無人化・自動化技術

■今後のスケジュール
2019年7月～ 現場実証開始
2021年4月～ 現場実装予定

画像処理型流速計測法

69

○ 洪水時の流量観測は、浮子観測を基本としているが、近年、洪水が激甚化する中で、観測員が待
避を余儀なくされ観測が困難となる事案が頻発。また、観測が昼夜、長時間に及ぶため、人員確保
も課題。
⇒流量観測の無人化、省力化技術の開発や新技術を活用した流量観測の現場実装を促進。

河川
(5)-②-1）



70

砂防「UAV等を用いた砂防堰堤の自動巡回・画像取得技術」の要求性能に対する意見募集結果と技術公募

○ 国土交通省では新技術の活用に向けて、UAV等を用いた砂防堰堤の自動巡回・画像取得技
術」の要求性能に対する意見募集結果と技術公募についてを実施。

(5)-②-1）



下水道革新的技術実証事業（B-DASHプロジェクト）

■ 低炭素・循環型社会の構築やライフサイクルコスト縮減、浸水対策等を実
現する革新的技術の開発

民間企業

■ 地方公共団体の下水道施設において、革新的技術の普及可能性等を検
討すると共に、国が主体となって、実規模レベルの施設を設置し、技術の
適用性等を検討・実証

■ 当該新技術を一般化し、ガイドライン化

国土交通省

■ 革新的技術を全国の下水道施設へ導入

地方公共団体

革新的技術の全国展開の流れ

＜国土交通省＞
予算の範囲内で、社会資本整備総合交付金、
防災・安全交付金を活用し導入支援

B-DASHプロジェクト

B-DASHプロジェクトの事例

*B-DASHプロジェクト : Breakthrough by Dynamic Approach in Sewage High Technology Project

71

下水道
(5)-②-1）

点検調査が困難な圧送管路を対象に、硫化水素に起因する腐食箇所の
絞り込み手法、及び腐食の有無を診断する技術について、当該技術の
性能及び導入可能性を確認する。（事業実施者：（株）クボタ）

机上スクリーニングによる腐食危険推定箇所の抽出イメージ

ガイド挿入式カメラを使った調査風景

■下水道圧送管路における硫酸腐食箇所の効率的な調査技術

○ エネルギー需給の逼迫や地球温暖化の進行、社会資本ストックの老朽化といった社会背景を踏まえ、下水道事
業においても革新的技術によるエネルギー利活用の効率化や施設更新のコスト低減等を推進する必要がある。

○ 下水道における革新的技術について、国が主体となって、実規模レベルの施設を設置して技術的な検証を行い、
ガイドラインを作成し、民間企業のノウハウや資金も活用しつつ、全国展開を図る。



72

(5)-③-2） 河川･港湾
・海岸

点検におけるICTデータベースシステム・ドローンの導入に係る地方財政措置

○ インフラ施設の適正管理等を推進するため、都道府県及び市町村における使節の手県の効
率化・充実に資するICTデータベースシステム及びドローンの導入に要する経費について、新
たに特別交付税措置を講じる。

総務省に
よる措置

出典：総務省



海岸施設に係る維持管理効率化の事例 ～経験やスキルに依存しない高度な機械管理技術の例～

73

○タブレット端末とＡＲ技術を利用して、ユーザーに映像と音声で操作場所や操作方法をナビゲー
ションするとともに、操作の記録も同時に行うことができる。

○また、HMD（ヘッドマウントディスプレイ）を使用し、故障や不具合の発生現場にいるユーザー目
線の映像を遠隔地のＰＣ上で共有し、専門職が遠隔地からでも的確な指示を行うことができる。

操作支援のイメージ（左：タブレット 右：ヘッドマウントディスプレイ）

海岸
(5)-④-1）

○ 人員や財源が限られる中、防護機能を確保しつつ維持管理を実施するためには、効率的な
点検等の仕組みが必要。

○ タブレット、ＨＭＤ（ヘッドマウントディスプレイ）を活用した点検など、維持管理の効率化の事例
を充実。



離岸堤等の点検における新技術の活用

74

（１）ALB（Airborne Laser Bathymetry：航空レーザ測深）による三次元地形計測

航空レーザ測深は、航空機に搭載した測深機から水中を透過する緑波長のレーザ光（グリーンレーザ）
を照射して、陸水部の標高を面的に取得する手法であり、陸、海底・河床の高詳細・高精細な３次元地形
を取得できる。

それにより、海底地盤の洗掘や、ブロックの移動・沈下・散乱等の変状を定量的に把握することができる。

図 ALB（航空レーザ測深）とナローマルチビームによる三次元地形計測の事例（0.5mメッシュ）
出典：国土交通省中部地方整備局沼津河川国道事務所

海岸
(5)-④-1）

○ 離岸堤等の点検における新技術の活用として、 ALB（Airborne Laser Bathymetry：航空レー
ザ測深）による三次元地形計測を導入。



（２）UAVによる人工リーフの簡易な点検方法の検討

離岸堤等の点検における新技術の活用

75

図 水深補正後の標高の推定値の誤差の平面分布（各図の中央の黒枠内が人工リーフの天端面）

出典：UAVを用いた人工リーフの形状把握における海面での屈折の影響の補正法に関する検討：浜口耕平・加藤史訓・橋本孝治・
小金山透，土木学会論文集B2（海岸工学），Vol.74,No.2,I_1429─I_1434,2018.

UAVによる人工リーフの簡易な点検方法を検討することを目的として、撮影した静止画を色調の補正を行った上
で三次元形状復元計算を行い、異常値を除去して見かけの水深に補正係数を乗じることで真の水深の推定という
手順で、一定の精度で人工リーフの三次元形状を推定できる。

海岸
(5)-④-1）

○ 離岸堤等の点検における新技術の活用として、 UAVによる人工リーフの簡易な点検方法の
検討で三次元形状を推定。



サイドスキャンソナーは、音波パルスを発振し、海底の様々な物体から反射してくる反射波の強弱を解析し、
イメージ画像を作成するシステムである。

離岸堤等の点検方法における新技術の活用

76

図 サイドスキャンソナーによる調査事例

出典：北陸地方整備局信濃川河川事務所

（３）サイドスキャンソナー音響探査（水中調査）

図 サイドスキャンソナーのイメージ

出典：河川砂防技術基準 調査編（H26.4）

海岸
(5)-④-1）

○ 離岸堤等の点検方法における新技術の活用として、サイドスキャンソナー音響探査（水中調
査）を導入。



下水道分野における新技術活用の取組

77

展開広角カメラ調査と衝撃弾性波検査技術

高度な画像認識技術管口カメラ点検と展開広角カメラ調査及びプロファイリング技術

下水道圧送管路における硫酸腐食箇所の効率的な調査技術

• 広角カメラによる調査速度の向上、衝撃弾性検査法による既設管の劣化度診断
を行い調査を効率化

• 地上から管渠内部を確認できる管口カメラを用いて管内を概略判定
• 直視のみのカメラを用いて調査、展開図による管理、管路形状の自動認識

• 最新の画像認識技術、センシング技術を活用し、下水道管路の欠陥を自動検出

• 腐食危険推定箇所を机上スクリーニングにより絞り込み
• 空気弁からのビデオカメラ調査により腐食有無を判断可能

下水道
(5)-④-1）

77

○ 下水道革新的技術実証事業（B-DASHプロジェクト）により効率的な管路点検に関する実証を実施。



港湾分野における新技術導入に係る取組

港湾分野： 新技術を用いた点検診断実施事例等を整理して、点検診断ガイドラインの参考資料として掲載。
（令和2年3月公表）
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港湾
(5)-④-1）

○ 新技術導入に係る取組として、桟橋上部工下面の点検ロボットを開発。
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鉄道
(5)-④-1）

労働力不足に対するメンテナンスの取り組み

○ 労働力不足に対するメンテナンスの取り組みとして、安全に「少ない人数」でメンテナンスがで
きるよう、設備の強靱化、設備のシンプル化の取り組みを進めている。
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鉄道
(5)-④-1）

労働力不足に対するメンテナンスの取り組み

○ 労働力不足に対するメンテナンスの取り組みとして、安全に「少ない人数」でメンテナンスがで
きるよう、機械化（まくらぎ交換）、新規開発・機械化（電柱交換）の取り組みを進めている。



鉄道
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(5)-④-1） 新しい新幹線用トンネル覆工表面撮影車の導入(ＪＲ東日本)

○ JR東日本では、トンネル覆工表面の状態を効率的に把握することを目的として、新幹線用車
両の老朽化に伴い、従来よりも高精度かつ高速走行で撮影可能な新たな車両を開発し導入。
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・導入時期
新幹線2014年（平成26年） 在来線2005年（平成17年）
初号機はそれぞれ2000年、1999年に導入

・撮影方法
新幹線：エリアセンサカメラにより連続画像を撮影
在来線：ラインセンサカメラにより連続画像を撮影

・写真 上：在来線用 右：新幹線用
・ひび割れ検出

新幹線：幅0.5mm程度 在来線幅1.0㎜程度
・撮影速度 新幹線30km/h、 在来線5km/h
・撮影周期 新幹線・在来線1回 / 2年

新幹線：トンネル覆工表面撮影車
TVR：Tunnel lining Visual Recording wagon

在来線：トンネル覆工変状検知装置
トンネラス：Tunnel Lining Analysing System

※情報はHPおよび土木学会文献(第71回Ⅵ-748)より引用

※画像はHPより引用

鉄道
(5)-④-1）

新幹線トンネル覆工表面撮影車、在来線トンネル覆工変状検知装置の更新(ＪＲ東海)

○ JR東海では、構造物検査のため新しく、新幹線トンネル覆工表面撮影車、在来線トンネル覆
工変状検知装置を更新。
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トンネル変状展開図

鉄道
(5)-④-1）

新幹線トンネル覆工表面撮影車、在来線トンネル覆工変状検知装置の更新(ＪＲ東海) 

○ JR東海では、構造物検査のため新しく、新幹線トンネル覆工表面撮影車、在来線トンネル覆
工変状検知装置を更新。



鉄道
(5)-④-1）

トンネル覆工表面検査システムの導入(ＪＲ西日本)

84

○ JR西日本では、トンネル覆工表面検査システムを導入。
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鉄道
(5)-④-1）

トンネル覆工表面検査システムの導入(ＪＲ西日本)

○ JR西日本では、トンネル覆工表面検査システムを導入。



86

鉄道
(5)-④-1）

非GPS環境下でのトンネル検査における自律飛行型ドローンの開発(東京メトロ)

○ 東京メトロでは、非GPS環境下でのトンネル検査におけるドローンの運用を2020年2月6日から
半蔵門線で開始。



87

鉄道
(5)-④-1）

非GPS環境下でのトンネル検査における自律飛行型ドローンの開発(東京メトロ)

○ 東京メトロでは、非GPS環境下での自律飛行型ドローンの安全性・正確性の検証を行い、また
各種点検検査や警備巡回等、多様な活用方法を検討し、業務のさらなる効率化を目指す。
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航路標識
(5)-④-1）

ドローンを活用した航行援助施設の点検

○ 海上保安庁では、航行援助施設の保守・状況把握、施設の外観点検、鉄塔等の高所点検及
び災害・事故発生時の初動調査等に活用するため、ドローンを活用した施設点検、三次元画
像解析及びAIによる画像解析の検討を実施。



９月 社会インフラへのモニタリング技術の活用推進に関する技術研究開発に係る公募（大臣官房技術調査課）
モニタリングシステムの現場実証に係る公募（新エネルギー・産業技術総合開発機構＝ＮＥＤＯ）

（基本要件） ➀恒常的に測定機材を舗装に設置しない。➁昼夜間を問わず短時間で広範囲が測定出来る。
➂舗装の経時的なデータ測定・記録が可能であること。➃測定場所の位置特定が出来る。
➄データ処理が容易、費用や労力が削減できる。➅異種の調査の簡略化、➆天候・気候に左右されない。

１２月 採択 ４件、 非採択 ３件

５月 東京国際空港現場実証

２月 羽田空港での実証実験
３月 開発継続 ３件、 開発中止１件

５月～ 羽田空港での実証実験
１０月 羽田空港での実証実験
１１月 羽田空港での実証実験

１月 羽田空港での実機確認・説明会
３月 開発継続 ２件、開発中止１件

３月 開発継続 １件、開発中止１件

８月 羽田空港での実証実験

10月 第11回空港施設ＷＧ
5年間の総括

Ｈ２６年度

Ｈ２７年度

Ｈ２８年度

Ｈ２９年度

Ｈ３０年度

空港管理車両を活用した簡易舗装
路面点検システムの研究開発

３次元カメラと全方位型ロボットによる滑走
路のクラック検知システムの研究開発

地上設置型合成開口レーダおよびア
レイ型イメージングレーダを用いたモ
ニタリング

高解像度画像からのクラック自動抽
出技術による空港の舗装巡回点検用
モニタリングシステムの研究開発

国による新技術導入に係る取組 空港分野（空港舗装巡回点検システム車両）
(5)-④-1）

空港

89

○ 平成２６年度に創設されたSIP（戦略的イノベーション創造プログラム）を活用し、空港の滑走
路等アスファルト舗装の巡回点検システムを開発。



ステレオ・ラインセンサ

LED照明

レンズ

現状

現在の測定・記録方法

・スプレー、巻き尺、黒板を使用した点
検記録

・モバイルＰＣでのデータ記録

測定・記録に要する作業時間
約10分程度/箇所

モバイルＰＣによる記録

ひび割れの車両から
の撮影・自動検出・
データ保存

走行レーン

走行ガイドを表示するプ
ロジェクタを搭載

巡回点検時の様子（イメージ）

運転席での表示

新技術開発（Ｒ１から実装）

Ａ 路面状態の簡易な計測・記録 夜間撮影、早朝の計測データ確認

C 点検データ等の可視化による現場支援

Ａ Ｂ

Ｃ

滑走路等舗装面上に投影

国による新技術導入に係る取組 空港分野（空港舗装巡回点検システム車両）

ユニットレベルの
路面画像を表
示。
パン／ズームが
可能

ユニットの
ひび割れ率

(5)-④-1）
空港

90

○ 車両からの舗装写真撮影、ひび割れの自動検出、データ管理を行うシステムを現場実装に向
けて作業中。



（６）データの活用
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各分野における取組状況



会員の規模も拡大し、活動が本格化

・我が国企業の海外展開支援

ベストプラクティスの全国展開「インフラメンテナンス大賞」

革新的技術の開発と実装の加速 民間企業のノウハウ活用

産学官民の技術や知恵を総動員するプラットフォームである「インフラメンテナンス国民会議」の取組を推進

メンテナンス産業

多様な産業分野

建設関連産業

解決策
の提案

課題の
共有

施設管理者

連携

取組の活性化

民間企業の
ﾉｳﾊｳ活用

技術連携
の後押し

・自治体の議論の活性化

⇒ 新たな取組を進める自治体・民間企業の課題解決等を支援

海外市場の拡大新たな
市場展開

・新技術の試行

■新技術導入研究・意見交換会（品川区）

■点検診断一
貫システムの
試行

■下水圧送管
路の効率的な
調査方法の試
行

新技術実装
の後押し

■海外市場展開フォーラム設立総会

インフラメンテナンス国民会議
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横断的な取組 再掲
(6)-1）

○ 老朽化が進むインフラを計画的に維持管理・更新するためには、予防保全への転換による費用
の平準化・縮減や新技術・データ活用による作業の省人化・効率化を図っていくことが必要。

○ インフラメンテナンスサイクルのあらゆる段階において、多様な産業の技術や民間のノウハウを
活用し、メンテンス産業の生産性を向上させ、メンテナンス産業を育成・拡大することで、持続的･
効率的なインフラメンテナンスを実現。



維持管理分野におけるデータの利活用に関する検討 横断的な取組

連携

データ活用型メンテナンスサイクル

点検データの記録 点検

計画の見直し結果分析

・ 国土交通省（インフラ・データプラットフォーム等）と地方公共団体のデータベースの連携試行
・ データベースの活用によるユースケースの検討

今後の取組方針
インフラ維持管理のさらなる効率化に向けた取組イメージ

◆他機関のシステムとの連携

•他機関が保有する維持管理データとの連携
による、ユースケースの創出を検討

◆専門家の技術支援

•蓄積データにもとづく助言
•オンラインによる情報アクセス

◆インフラ管理者の維持管理情報の活用

•DBを活用した維持管理情報の管理
•大学等の研究機関と連携したデータの活用

自治体インフラDB

紙ベースの情報 データベース化
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再掲

○ インフラ維持管理のさらなる効率化に向けては、各管理者がそれぞれ保有している維持管理
分野における情報を連携していくことが必要。

○ これに向け、地方公共団体等の各管理者が保有する維持管理分野に関するデータベースの
連携方法について検討。

(6)-2）

(6)-3）



データベース画面イメージ
(機能：検索、台帳、地図表示機能)

維持管理分野におけるデータの利活用に関する検討～３地区におけるDB整備内容・連携体制～
横断的
な取組

API

インフラデータ・プラットフォーム

•地図表示・GISへ展開
• インフラの点検データの蓄積

•地図表示・GISへ展開
• インフラの点検・補修データの蓄積
•防災・減災に資する落石データの蓄積と
活用等

•地図表示・GISへ展開
• インフラの点検・補修データの蓄積

公園
等落石

橋梁

トンネル

橋梁 橋梁データ
等

利活用
方法

秋田
(秋田市、大仙市)

島根
(島根県、出雲市、
江津市、奥出雲町)

長崎
(長崎市、五島市、
新上五島町)

オープンデータ

APIAPI

API

３地区間で橋梁についてデータ連携を試行

類似事例の損傷状
況を参照し、健全
度判定等の維持管
理業務などに活用

データ連携を試行 94

(6)-2）

○ 秋田、島根、長崎の3地区でクラウド上に維持管理データベースを整備。
○ 令和元年度は橋梁の維持管理情報について秋田、島根、長崎の３地区の市町村間で連携を

試行するとともに、３地区の維持管理データベースとインフラ・データプラットフォームとの連携
試行を実施。

(6)-3）



河川維持管理データベースシステムの導入
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河川

○ 河川巡視・点検・対策等の維持管理業務を支援する全国統一版データベースシステムとして、
RiMaDISを導入。

(6)-2）

(6)-3）



＜新データベースのポイント＞ ・ 施設の諸元、維持管理の履歴等に関する情報を蓄積
・ 港湾管理者等からもアクセス可能
・ データの容易な利活用に資する入力や集計などのツールを追加

港湾施設の維持管理情報データベースの運用 港湾
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各地方整備局等・事務所各地方整備局等・事務所

港湾管理者港湾管理者

民間事業者民間事業者

・データベースにログインし、情報を登
録、更新、閲覧する。

・データベースにログインし、情報を登録、更
新、閲覧する。

管轄内の情報の登録・更新作業や
関係者間の情報共有が円滑に

・データベースにログインし、情報を登録、更
新、閲覧する。
・港湾管理者や民間事業者からデータベース
へ提出された情報をインターネット経由で検
索、閲覧、整理・分析等。

【維持管理情報データベースの概要】

国土技術政策総合研究所国土技術政策総合研究所

維持管理計画書情報維持管理計画書情報

点検・診断情報点検・診断情報

補修・改良工事情報補修・改良工事情報

実地監査情報実地監査情報

立入検査情報立入検査情報

維持管理情報ＤＢ
施設基本情報施設基本情報

施設諸元情報施設諸元情報

接
続

ID
,ﾊ

ﾟｽ
ﾜ
ｰ

ﾄﾞ

インターネットで共有

利用状況・動向利用状況・動向

○ 国土交通省は、施設の点検・診断や補修・改良工事といった維持管理業務における省力化・
効率化に資することを目的として、港湾施設の維持管理情報データベースを構築。
平成２８年度から運用を開始。

(6)-2）

(6)-3）



《公営住宅等におけるメンテナンスサイクル(イメージ）》 《工事履歴データベースの概要》

住宅
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住宅分野におけるデータベースの整備

○ 技術職員等が不足している地方公共団体でも公営住宅等の維持管理を着実に効率的・効果的に行うこと
を目的として、点検・修繕等の結果を記録していく点検履歴データベース、工事履歴データベースを配布
⇒点検履歴データベースでは、「公営住宅等日常点検マニュアル」に基づく日常的な保守点検結果の記
録が可能
⇒工事履歴データベースでは、工事発注単位での記録に加え、団地・住棟・住戸別にも工事内容を記録
が可能であるとともに、工事履歴の一覧表示、並び替え表示の他、実績値からの計画修繕項目ごとの単
価や修繕周期の平均値の算出機能を備える。

(6)-2）

(6)-3）



横断的な取組
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国土交通データプラットフォームの構築

地盤データ

経済活動に関するデータ
（公共交通データ、
港湾関連データ等）

自然現象に関するデータ
（気象データ等）

測量・調査 設計

施工維持管理

ドローン等を活用し
た3次元測量

BIM/CIMによる
３次元設計

データに基づく
施工、品質管理

ロボット等による
点検データの取得

構造物データ

国土に関するデータ
（インフラ・データプラットフォーム）

基盤地図

【スマートシティの実現】

国土交通
データプラットフォーム

【防災計画の高度化】

※活用イメージ

位置情報で
ひもづけ

民間建築物
データ

各管理者の
維持管理
情報

建設生産プロセス全体を
3次元データでつなぐ

分野間のデータ連携基盤を整備し、
政策の高度化やイノベーションの創出

○ ICT等の全面的な活用により建設現場の生産性向上を図る「i-Construction」の取組を推進している。
○ 「i-Construction」の取組で得られる3次元データを活用して、さらに経済活動や自然現象に関するデータ

と組み合わせることで、「国土交通データプラットフォーム」を構築し、産学官連携によるイノベーションの
創出を目指す。

(6)-2）

(6)-3）



（７）国民の理解と協力
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各分野における取組状況



土木学会「インフラ健康診断書」
(7)-1）
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横断的な取組

○ 土木学会は、第三者機関として社会インフラの健康診断を行い、その結果を公表し解説する
ことにより、社会インフラの現状を広く国民に理解してもらい、社会インフラの維持管理・更新
の重要性や課題を認識してもらうことを目的として、「インフラ健康診断書」を発行。



これまでに公表したインフラ健康診断書（試行版）

http://committees.jsce.or.jp/reportcard/

(7)-1）
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横断的な取組

○ 平成28年に道路部門試行版を公表して以降、対象部門を拡大し毎年公表。
○ 令和2年6月10日に、過去公表してきた各インフラ部門及び鉄道部門について最新のデータに

基づき評価した結果を一冊に取り纏めた「インフラ健康診断書」を発行。



健康診断の推移（道路部門の事例）
(7)-1）
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○ 「施設の健康度（A・B・C・D・E）」と「施設の維持管理体制（↑・→・↓）」を独自に指標化し、診断
結果を分かりやすく表示。

横断的な取組



会員の規模も拡大し、活動が本格化

・我が国企業の海外展開支援

ベストプラクティスの全国展開「インフラメンテナンス大賞」

革新的技術の開発と実装の加速 民間企業のノウハウ活用

産学官民の技術や知恵を総動員するプラットフォームである「インフラメンテナンス国民会議」の取組を推進

メンテナンス産業

多様な産業分野

建設関連産業

解決策
の提案

課題の
共有

施設管理者

連携

取組の活性化

民間企業の
ﾉｳﾊｳ活用

技術連携
の後押し

・自治体の議論の活性化

⇒ 新たな取組を進める自治体・民間企業の課題解決等を支援

海外市場の拡大新たな
市場展開

・新技術の試行

■新技術導入研究・意見交換会（品川区）

■点検診断一
貫システムの
試行

■下水圧送管
路の効率的な
調査方法の試
行

新技術実装
の後押し

■海外市場展開フォーラム設立総会

インフラメンテナンス国民会議
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横断的な取組 再掲
(7)-1）

○ 老朽化が進むインフラを計画的に維持管理・更新するためには、予防保全への転換による費用
の平準化・縮減や新技術・データ活用による作業の省人化・効率化を図っていくことが必要。

○ インフラメンテナンスサイクルのあらゆる段階において、多様な産業の技術や民間のノウハウを
活用し、メンテンス産業の生産性を向上させ、メンテナンス産業を育成・拡大することで、持続的･
効率的なインフラメンテナンスを実現。



「インフラメンテナンス国民会議」の地方展開

【北海道ブロック】
H３０.３.２３設立
（フォーラムリーダー）

北海道大学 横田 弘

【東北ブロック】
H３０.４.２７設立
（フォーラムリーダー）

東北学院大学 石川 雅美

【北陸ブロック】
H３０.３．２６設立
（フォーラムリーダー）

長岡技術科学大学 丸山 久一

【中国ブロック】
H３０.３．２７設立
（フォーラムリーダー）

広島大学 藤井 堅

【九州ブロック】
H３０.１．１７設立
（フォーラムリーダー）

大分工業高等専門学校
日野 伸一

【近畿ブロック】
H２８.１２．１５設立
（フォーラムリーダー）

（一社）国土政策研究会
片岡 信之

【沖縄ブロック】
H３０.３．５設立
（フォーラムリーダー）

琉球大学 有住 康則

【中部ブロック】
H３０.１．２６設立
（フォーラムリーダー）

玉野総合コンサルタント
原田 和樹

【関東ブロック】
H３０.３．２９設立
（フォーラムリーダー）

首都大学東京 村越 潤【四国ブロック】
H２９.１２．２６設立
（フォーラムリーダー）

愛媛大学 矢田部 龍一

横断的な取組 再掲
(7)-1）
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○ 地方自治体（ニーズ）と民間（シーズ）のマッチング等を行うため、地方フォーラムを展開。
○ 全国１０ブロックにおいて地方フォーラムが設立され、H30年度より各フォーラムで取組を展開。



インフラメンテナンス大賞の概要

・第２回：２０５件の中から３２件の受賞者を決定

開催実績

インフラメンテナンス大賞

・第１回：２４８件の中から２８件の受賞者を決定

・第３回：２５５件の中から３２件の受賞者を決定、令和元年１１月７日に表彰式を実施
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メンテナンス実施現場における工夫部門

保線におけるIoT技術の実用化とメンテナンスへの応用
（東日本旅客鉄道株式会社）

モニタリングシステムのパッケージ化

技術開発部門

下水道圧送管路における硫酸腐食箇所の効率的な調査技術
（株式会社 クボタ）

調査実施状況圧送管路腐食調査機器

ベストプラクティス
の紹介・展開

（国土交通大臣賞・総務大臣賞・
文部科学大臣賞・厚生労働大臣賞・
農林水産大臣賞・経済産業大臣賞・
防衛大臣賞。
各部門ごとに最大1件（計最大２１件）
このほかに情報通信技術の優れた
活用に関する総務大臣賞1件）

各大臣賞

軌道変位 軌道材料

クラウド モニタリングセンター 現場

ਸ਼
گ

ॖ
থ
ই
ছ
ও
থ
ॸ
ॼ
থ
५
প
ೖ

ব
ଅ
ઐ
ৢ
প
෦
ೖ

モニタリング装置

１ 主催者
国土交通省、総務省、文部科学省、厚生労働省、

農林水産省、経済産業省、防衛省

２ 表彰対象

インフラメンテナンスにかかる特に優れた取組・技術開発

ア）メンテナンス実施現場における工夫部門

イ）メンテナンスを支える活動部門

ウ）技術開発部門

３ 表彰の種類
国土交通他６大臣賞 ／特別賞／優秀賞

（※経済産業大臣賞は第４回より設定）

優秀賞

特別賞

※

（大臣賞に準ずるものを
審査委員が選定。
7件程度）

(最大21件程度)

⇒インフラメンテナンスに関わる事業者、団体、研究者等の取組を促進

横断的な取組
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○ 国民へのメンテナンスの理念の普及、ベストプラクティスの幅広い展開を図るため、国内のイ
ンフラメンテナンスに係る優れた取組や技術開発を表彰する「インフラメンテナンス大賞」を創
設し、これまでに表彰を３回実施。

再掲
(7)-1）



河川協力団体 河川
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(7)-2）

(7)-3）

○ 河川協力団体とは、河川の維持、河川環境の保全など河川管理につながる活動を自発的に
行っている民間団体。

○ 河川管理者から河川管理施設の維持、除草の委託を受けることも可能であり、河川管理の
パートナーとしての活動を促進し、地域の実情に応じた河川管理の充実を図る。



河川協力団体への登録
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河川
(7)-2）

(7)-3）

○ 河川協力団体に指定されると、河川協力団体が活動するために必要となる河川法上の許可
等について、河川管理者と協議の設立をもって足りることとなる。河川管理者から河川管理施
設の維持、除草の委託を受けることも可能。



海岸協力団体 海岸
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(7)-2）

(7)-3）

○ 海岸協力団体とは、海岸において清掃、植樹、環境教育等の様々な活動を行っている団体。
○ 海岸管理のパートナーとして地域に根ざした活動を促進し、地域の実情に応じた海岸管理の充

実を図る。



港湾協力団体 港湾
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NPO法人 みはらまちづくり兎っ兎

（三原港）
坂出港清港会

（坂出港）
中津港利用促進振興協議会

（中津港）

（港湾協力団体の業務）
港湾法第四一条の三 港湾協力団体は、当該港湾協力団体を指定した港湾管理者が管理する港湾
について、次に掲げる業務を行うものとする
一 港湾管理者に協力して、港湾情報提供施設その他の港湾施設の整備又は管理を行うこと。
二 港湾の開発、利用、保全及び管理に関する情報又は資料を収集し、及び提供すること。
三 港湾の開発、利用、保全及び管理に関する知識の普及及び啓発を行うこと。
四 港湾の開発、利用、保全及び管理に関する調査研究を行うこと。
五 前各号に掲げる業務に付帯する業務を行うこと。

港湾協力団体における港湾管理の事例

○ 港湾協力団体とは、港湾の整備（藻場・干潟の造成等）や清掃・美化等を行っている団体。
○ 官民連携により港湾管理者のみではできない、地域の実情に応じた港湾管理の充実を図る。

(7)-2）

(7)-3）


